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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

回次 第151期 第152期 第153期 第154期 第155期
決算年月 2015年３月 2016年３月 2017年３月 2018年３月 2019年３月

売上高 (百万円) 90,806 91,840 91,466 91,291 90,355

経常利益 (百万円) 3,281 3,907 4,367 3,681 2,243

親会社株主に帰属する当期純
利益

(百万円) 1,978 2,420 3,031 2,479 1,345

包括利益 (百万円) 3,050 2,078 3,913 2,956 766

純資産額 (百万円) 28,681 30,323 33,555 35,894 36,042

総資産額 (百万円) 72,049 72,923 75,498 77,703 77,654

１株当たり純資産額 (円) 462.90 488.92 541.03 578.76 580.88

１株当たり当期純利益 (円) 32.07 39.23 49.14 40.20 21.81

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) － － － － －

自己資本比率 (％) 39.6 41.4 44.2 45.9 46.1

自己資本利益率 (％) 7.3 8.2 9.5 7.2 3.8

株価収益率 (倍) 8.6 7.3 7.7 9.7 12.2

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 3,324 4,426 5,187 2,668 2,321

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,671 △2,571 △2,254 △2,690 △2,575

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,207 △1,145 △1,547 △1,231 △1,187

現金及び現金同等物の
期末残高

(百万円) 8,276 8,955 10,353 9,176 7,749

従業員数
(人)

1,732 1,774 1,774 1,801 1,833

［外、平均臨時雇用者数］ [177] [173] [172] [168] [157]

　（注）１　売上高には消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を当連結会計

年度の期首から適用しており、前連結会計年度に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を遡っ

て適用した後の指標等となっております。
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(2) 提出会社の経営指標等

回次 第151期 第152期 第153期 第154期 第155期
決算年月 2015年３月 2016年３月 2017年３月 2018年３月 2019年３月

売上高 (百万円) 56,034 56,535 55,387 54,902 53,911

経常利益 (百万円) 2,173 2,744 3,307 2,886 1,372

当期純利益 (百万円) 1,391 1,746 2,403 2,062 862

資本金 (百万円) 6,855 6,855 6,855 6,855 6,855

発行済株式総数 (千株) 66,829 66,829 66,829 66,829 66,829

純資産額 (百万円) 22,342 23,394 25,764 27,407 27,170

総資産額 (百万円) 60,858 62,022 63,417 64,992 63,869

１株当たり純資産額 (円) 362.10 379.21 417.64 444.29 440.45

１株当たり配当額
(円)

7.00 9.00 10.00 10.00 10.00

(うち１株当たり中間配当額) (－) (－) (2.00) (2.00) (2.00)

１株当たり当期純利益 (円) 22.56 28.31 38.95 33.43 13.97

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) － － － － －

自己資本比率 (％) 36.7 37.7 40.6 42.2 42.5

自己資本利益率 (％) 6.5 7.6 9.8 7.8 3.2

株価収益率 (倍) 12.2 10.1 9.7 11.6 19.0

配当性向 (％) 31.0 31.8 25.7 29.9 71.6

従業員数 (人) 788 815 826 839 876

株主総利回り (％) 138.0 147.8 197.6 207.3 152.2

(比較指標：配当込みTOPIX) (％) (130.7) (116.5) (133.7) (154.9) (147.1)

最高株価 (円) 283 365 428 471 399

最低株価 (円) 191 268 268 349 231

　（注）１　売上高には消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３　最高株価及び最低株価は東京証券取引所（市場第一部）におけるものであります。
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２【沿革】

1919年12月 資本金60万円をもって兵庫県伊丹町（現・伊丹市）にアメリカンリノリューム会社と技術提携に

よるリノリューム類の製造を目的として設立。

社名を東洋リノリユーム株式会社とする。

1949年５月 東京・大阪証券取引所に上場。

1957年11月 ビニル床タイルの製造販売開始。

1963年６月 厚木工場完成。ビニル床タイル・軟質高級ビニル床タイルの製造販売開始。

1967年６月 ニードルパンチカーペットの販売開始。カーペット事業分野に進出。

1969年３月 カーペットの製造会社として㈱グレース・カーペットを設立（2012年３月、当社に吸収合併）。

1980年４月 カーペットの生産・物流拠点として活用するため、大平染工㈱（現社名・滋賀東リ㈱）に資本参

加（現・連結子会社）。

1984年３月 東リカーテンの販売開始。カーテン事業分野に進出。

1984年12月 塩ビシートの製造会社として広化東リフロア㈱を設立（現・連結子会社）。

1985年11月 カーテンの縫製、企画を目的に㈱東リインテリア企画を設立（現・連結子会社）。

1986年３月 東リウォールの販売開始。壁装材事業分野に進出。

1986年10月 販売会社として北海道東リ㈱を設立（現・連結子会社）。

1987年９月 壁装材の製造会社である山天加工㈱（現社名・山天東リ㈱）に資本参加（現・連結子会社）。

1990年４月 製品等の入出庫・荷役・加工を行うため、東リ物流㈱を設立（現・連結子会社）。

1991年10月 社名を東リ株式会社に変更。

1992年10月 カーペットのメンテナンス会社として東リオフロケ㈱を設立（現・連結子会社）。

1995年12月 内装材の施工会社として㈱テクノカメイを設立（現・連結子会社）。

1997年11月 物流の合理化を目的として、千葉県船橋市に関東物流センターを設立。

1998年10月 伊丹工場、厚木工場及び本社部門において「ISO9001」（品質マネジメントシステム）の認証を

取得。

1999年４月 販売子会社である亀井㈱・東工㈱・松井甚㈱が亀井㈱を存続会社として合併し、リック㈱に商号

変更（現・連結子会社）。

2002年４月 山天東リ㈱において「ISO14001」（環境マネジメントシステム）の認証を取得。

2002年12月 情報処理システムの企画・開発会社として㈱インテリアシステムサポートを設立（現・非連結子

会社）。

2006年４月 カーテン事業最適化の一環として、㈱キロニーを設立（現・連結子会社）。なお、㈱キロニー

（旧会社）は2007年３月に清算結了。

2006年10月 カーペットを中心とするインテリア商材の販売会社としてダイヤ・カーペット㈱を設立（2018年

12月、解散）。

2006年12月 カーペット事業の生産拠点として活用するため、ＭＲＭ岐阜㈱（現社名・岐阜東リ㈱）の株式を

取得（現・連結子会社）。

2007年11月 伊丹本社敷地内の「東リ旧本館事務所」（2019年４月より、「東リ インテリア歴史館」）が伊

丹市により景観重要建造物に指定。

2009年１月 伊丹本社敷地内に研修センターを新設。

2014年２月 中国における販路拡大を目的として東璃（上海）貿易有限公司を設立（現・連結子会社）。

2015年11月 カーペット生産部門において「ISO14001」（環境マネジメントシステム）の認証を取得。

2016年１月 カーテン事業の効率化を目的として、厚木事業所にカーテン縫製棟を新設。

2016年11月 単元株式数を1,000株から100株に変更。

2019年１月 シンガポール駐在員事務所を設立。
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３【事業の内容】

当社グループは、当社、子会社17社及び関連会社１社の計19社により構成されており、主に内装材を中心としたイ

ンテリア製品の製造を行う「プロダクト事業」と、主にインテリア関連商材の仕入販売及び内装工事等を行う「イン

テリア卸及び工事事業」の２事業を行っております。

当社及び関係会社の位置付け並びにセグメントとの関連は、次のとおりであります。なお、事業の種類はセグメン

トと同一の区分であります。

《プロダクト事業》

当社及び関係会社10社の計11社により、インテリア製品の製造とその他関連事業を行っております。

当社統括の下、当社及び広化東リフロア㈱において塩ビタイルや塩ビシート等の塩ビ床材製品を、滋賀東リ㈱及

び岐阜東リ㈱においてカーペット等を、山天東リ㈱において壁装材をそれぞれ製造しております。また、その他関

連する事業として、㈱東リインテリア企画等においてカーテンの企画及び縫製を、東リオフロケ㈱においてタイル

カーペットの洗浄を中心とした内装材のメンテナンスを行っております。東リ物流㈱は、当社グループの製商品の

在庫管理と配送業務を行っております。

《インテリア卸及び工事事業》

関係会社８社により、インテリア関連商材の仕入販売及び内装工事等を行っております。

リック㈱、㈱キロニー、北海道東リ㈱及び㈱トルハートは、主にインテリア関連商材の仕入販売を行い、㈱テク

ノカメイは主に内装工事を行っております。また、東璃（上海）貿易有限公司は、中国において当社ブランド製品

の仕入販売を行っております。

なお、ダイヤ・カーペット㈱については、2018年12月31日付をもって解散し、現在清算手続き中です。

以上に述べた、グループ各社の主な役割と取引関係は、下図のとおりであります。
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４【関係会社の状況】

 

名称 住所
資本金

（百万円）
主要な事業の

内容

議決権の
所有割合
(％)

関係内容

（連結子会社）      

リック㈱

（注）２，３

大阪市

中央区
221

インテリア卸

及び工事事業
100.0

代理店として当社製品の販売を行っております。

当社に対し、資金の貸付（ＣＭＳ）があります。

当社より、土地・建物を賃借しております。

当社に対し、土地・建物を賃貸しております。

当社より、債権流動化に対して支払保証を受けております。

役員の兼任があります。

滋賀東リ㈱

（注）２

滋賀県

蒲生郡

日野町

70 プロダクト事業 100.0

当社が販売するカーペット等の製造を行っております。

当社より、資金の借入（ＣＭＳ）があります。

当社より、資金援助を受けております。

当社より、土地・建物を賃借しております。

当社に対し、土地・建物を賃貸しております。

役員の兼任があります。

岐阜東リ㈱

岐阜県

養老郡

養老町

90 プロダクト事業 100.0

当社が販売するカーペット等の製造を行っております。

当社より、資金の借入（ＣＭＳ）があります。

当社より、資金援助を受けております。

当社より、土地を賃借しております。

当社に対し、建物を賃貸しております。

役員の兼任があります。

東リ物流㈱
兵庫県

伊丹市
60 プロダクト事業 100.0

当社製品の入出庫・荷役・加工を行っております。

当社に対し、資金の貸付（ＣＭＳ）があります。

当社より、建物を賃借しております。

当社に対し、建物を賃貸しております。

役員の兼任があります。

㈱キロニー
東京都

港　区
50

インテリア卸

及び工事事業
100.0

代理店として当社製品の販売を行っております。

当社に対し、資金の貸付（ＣＭＳ）があります。

当社より、建物を賃借しております。

役員の兼任があります。

㈱テクノカメイ
大阪市

中央区
50

インテリア卸

及び工事事業
100.0

代理店として当社製品による内装工事を行っております。

当社に対し、資金の貸付（ＣＭＳ）があります。

役員の兼任があります。

東璃（上海）貿易

有限公司

中　国

上海市

40万

米ドル

インテリア卸

及び工事事業
100.0

代理店として当社製品の販売を行っております。

役員の兼任があります。

東リオフロケ㈱
神奈川県

厚 木 市
30 プロダクト事業 100.0

当社が販売するカーペットの洗浄等床材のメンテナンスを

行っております。

当社に対し、資金の貸付（ＣＭＳ）があります。

当社より、土地・建物を賃借しております。

役員の兼任があります。

㈱東リインテリア企画
兵庫県

伊丹市
10 プロダクト事業

100.0

(30.0)

当社が販売するカーテンの縫製・加工・企画を行っておりま

す。

当社より、資金援助を受けております。

当社より、土地・建物を賃借しております。

役員の兼任があります。

山天東リ㈱
富山県

南砺市
56 プロダクト事業 69.9

当社が販売する壁装材の製造を行っております。

当社より、資金の貸借（ＣＭＳ）があります。

当社より、土地・建物を賃借しております。

役員の兼任があります。

北海道東リ㈱
札幌市

豊平区
40

インテリア卸

及び工事事業

56.0

(22.0)

代理店として当社製品の販売を行っております。

当社に対し、建物を賃貸しております。

役員の兼任があります。

広化東リフロア㈱

（注）１

滋賀県

蒲生郡

日野町

30 プロダクト事業 50.0

当社が販売する塩ビ製品の製造を行っております。

当社より、資金の借入（ＣＭＳ）があります。

当社より、資金援助を受けております。

役員の兼任があります。

その他　１社

（注）８
     

（持分法適用関連会社）      

㈱トルハート
石川県

金沢市
50

インテリア卸

及び工事事業
40.0

代理店として当社製品の販売を行っております。

当社に対し、建物を賃貸しております。

役員の兼任があります。
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　（注）１　持分は50％以下ですが、実質的に支配しているため子会社としたものであります。

２　特定子会社であります。

３　リック㈱については売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割合が10％を超え

ております。

主要な損益情報等 (1) 売上高 47,778百万円

 (2) 経常利益 633百万円

 (3) 当期純利益 419百万円

 (4) 純資産額 7,330百万円

 (5) 総資産額 21,588百万円

４　当社と一部の関係会社は、ＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント・システム）を通じて当社グループ企業相互

間で余剰・不足資金を融通し、資金の効率化を図っております。

５　議決権の所有割合の（　）内は、間接所有割合で内数であります。

６　「主要な事業の内容」欄には、セグメント情報に記載された名称を記載しております。

７　有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。

８　ダイヤ・カーペット㈱は、2018年12月31日付をもって解散し、提出日現在、清算手続き中のため、その他に

含めております。

 

５【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

 2019年３月31日現在

セグメントの名称 従業員数（人）

プロダクト事業 1,147 [ 134 ]

インテリア卸及び工事事業 686 [ 23 ]

合計 1,833 [ 157 ]

　（注）１　従業員数は就業人員数（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの

出向者を含む。）であり、臨時従業員数は［　］内に年間の平均人員を外数で記載しております。

２　臨時従業員には、季節工、パートタイマー及び契約期間が１年未満の嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を

除いております。

(2) 提出会社の状況

   2019年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円）

876 40.8 16.1 5,790

 

セグメントの名称 従業員数（人）

プロダクト事業 876

合計 876

　（注）１　従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。

２　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３　受入出向者については、平均年齢、平均勤続年数及び平均年間給与の計算に含めておりません。

(3) 労働組合の状況

　当社グループには、当社（非加盟）と連結子会社の滋賀東リ㈱及び岐阜東リ㈱（ＵＡゼンセン同盟加盟）に労働

組合があります。

　労使関係につきましては円滑な関係にあり、特記すべき事項はありません。
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第２【事業の状況】

１【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

記載内容のうち、将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

 

(1) 会社の経営の基本方針

当社は2019年12月１日に『創業百年』を迎えるにあたり、これまでの事業活動における積み重ねを踏まえた上

で、「百年の先」に向けた成長戦略を推進すべく、東リグループ・新経営理念を制定し、2019年４月１日より施行

しております。

＜東リグループ経営理念＞は、「信頼」を糧として新たな価値を創造し、世界の人々の心豊かな空間環境づくり

に貢献することであり、空間環境づくりに貢献する企業グループとしての使命・あるべき姿を掲げています。ま

た、＜東リグループバリュー＞として、１．「確かな品質と技術」を信頼に繋げる、２．「お客様目線のモノづく

り」で共創の精神を貫く、３．「グローバルな進化」を目指すを掲げ、事業活動において大切にすべき価値観・も

のさし（基準）を示しています。

これらの経営理念等のもと、「モノづくり」企業として、常に「品質と技術」に裏付けられた事業活動を実践

し、お客様目線とグローバル視点をその中心に据えて、企業価値向上に取り組んでおります。また、法令を遵守す

ることはもちろん、地球環境保全にも配慮するなど社会に対する責任を果たすべく、良識ある健全な企業活動に徹

し、世の中から信頼され期待される企業グループを目指しております。

 

(2) 目標とする経営指標

2018年度よりスタートした中期経営計画『SHINKA-100』フェーズⅡでは、最終年度である2020年度の連結目標数

値として、売上高980億円、経常利益50億円、ＲＯＡ（総資産経常利益率）6.0％以上、ＲＯＥ（自己資本当期純利

益率）8.5％以上を目指してまいります。

 

(3) 中長期的な会社の経営戦略

当社グループは、フレキシビリティと強靭さを兼ね備えた事業構造への変革を実現すべく、６ヵ年の中期経営計

画『SHINKA-100』（2015～2020年度）を策定し、成長戦略を推進しております。当社『創業百年』（2019年度）の

節目を挟むフェーズⅡ（2018～2020年度）では、３つの「SHINKA」を重点戦略に位置付け、製品力・販売力・事業

基盤の強化を推進してまいります。
 

＜重点戦略“３つの「SHINKA」”フェーズⅡ＞
 

①「進化」～コア事業の進展と創造～

「百年の先」を見据えたハードルの高い技術開発に挑戦し、事業領域の拡大によるコア事業の進展と新たな創

造を推し進めてまいります。
 

②「深化」～深堀による成長性の追求～

成長戦略を更に深掘りし、質的・量的拡大を図ってまいります。「10億円プロジェクトの推進」や「海外事

業」など、“明日の成長エンジン”を育み、力強い事業構造を構築してまいります。
 

③「真価」～成長と信頼を支える事業基盤の強化～

事業の成長と発展に向けて、ブランド力や品質への信頼を更に高めながらあらゆる面での効率化を図り、より

筋肉質な企業グループを構築し事業推進力を高めてまいります。
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(4) 経営環境及び対処すべき課題

今後の建設インテリア業界につきましては、2020年の東京オリンピック・パラリンピック開催を目前に控え、イ

ンバウンド需要に対応した宿泊・商業施設や、都市部の大型再開発案件における内装材需要の拡大などが期待され

ております。一方、住宅分野では新設住宅着工戸数が弱含みで推移するなど減速感が否めず、また深刻さを増す人

手不足に起因して物流費の上昇や、工期の遅延、不安定な資源価格に起因する原材料価格やエネルギーコストの変

動など、経営環境は厳しい状況が続くと予想されます。そして、2019年10月には消費税率の引き上げが予定されて

おり、その影響による需要動向の変動に注視していく必要があります。

このような状況の中、当社グループは、中期経営計画『SHINKA-100』の重点戦略に取り組み、成長戦略を推進し

ております。現在進行中のフェーズⅡでは、技術研究・製品開発の強化や国内事業の深耕、海外事業の拡大など、

グループ一丸となって成長戦略を引き続き推進いたします。また、コストダウンに向けた設備改修や事業拠点の災

害対策など、事業継続性を高める取り組みを進めてまいります。

＜環境＞

主要原材料に各種化学物質を取り扱うメーカーとして、環境・化学物質に関する諸法規・諸規制を遵守して事業

活動を行っております。使用原材料の多面的な研究やリサイクル技術の進化など、未来志向を高めた基礎的分野に

おける技術研究を進め、環境負荷低減への取り組みを積極的に進めてまいります。

＜人材＞

事業基盤の強化において、人材の強化は成長に直結する重要な経営課題と認識しております。教育研修の充実

や、ダイバーシティの推進に向け、性別、年齢、スキル、国籍やライフスタイルの多様化に対応した制度と運用の

仕組みを整備するなど、多様な人材が能力を最大限に発揮できるための取り組みに注力してまいります。そして、

当社グループに適した働き方を確立し、労働生産性の向上やワークライフバランスの充実に向けた制度設計を行っ

てまいります。

＜コーポレート・ガバナンス＞

経営の客観性を高め、持続的な企業価値の向上を目指すために、適正なコーポレート・ガバナンスの確保を最も

重要な経営課題の一つと位置付けております。健全で透明性の高い企業経営に努め、実効性のあるガバナンスのよ

り一層の充実を図るとともに、メーカーとしての使命でもある製品品質の維持・向上にグループを挙げて取り組

み、更なる企業価値向上を図ってまいります。

また、ガバナンス強化の一環として独立社外役員を主要な構成員とする「指名・報酬委員会」を設置し、役員の

指名及び報酬に関してその客観性と透明性の確保に努めております。そして、事業継続性を高めるためのBCP（事

業継続計画）などリスク管理体制の整備・強化にも取り組んでおります。
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２【事業等のリスク】

当社グループの経営成績及び財政状態等に重要な影響を及ぼす可能性のあるリスクには、以下のようなものがあり

ます。

　なお、記載内容のうち、将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであり

ます。

(1) 経営成績の下期偏重

　当社グループの経営成績は、年度末竣工物件での受注等により下半期に偏る傾向があります。最近２事業年度の

上半期及び下半期の経営成績の推移は以下のとおりとなっております。

（連結）
（単位：百万円）

 

 2018年３月期 2019年３月期

 上半期 下半期 通期 上半期 下半期 通期

売上高 42,205 49,085 91,291 41,734 48,621 90,355

（構成比） 46.2％ 53.8％ 100.0％ 46.2％ 53.8％ 100.0％

売上総利益 12,073 13,901 25,975 11,418 13,485 24,904

（構成比） 46.5％ 53.5％ 100.0％ 45.8％ 54.2％ 100.0％

営業利益 1,123 2,398 3,522 301 1,689 1,991

（構成比） 31.9％ 68.1％ 100.0％ 15.1％ 84.9％ 100.0％
 
(2) 原材料の仕入価格の変動

　当社グループで生産する製品の原材料は、その多くが石油化学製品であり、仕入価格は原油市況や為替動向と深

く関係しております。需給バランスの変化や地政学リスク等に起因した原油価格の高騰、為替変動等により、原材

料価格が上昇した場合、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

(3) 販売価格の動向

　当社グループで販売する製品の多くは、他社製品との熾烈な競合状態にあります。従って、市場価格の動向によ

り当社グループ製品の販売価格が下落したり、販売量が減少する場合、売上高・利益が減少する等、当社グループ

の経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

(4) 貸倒れリスク

　当社グループは、債権の貸倒れによる損失に備えるため、過去の貸倒実績率等に基づき、貸倒引当金を計上して

おります。また、与信管理制度のもと、取引先別に取引限度額を設定する等、与信リスクを軽減させるための対応

策をとっております。しかしながら、重要な取引先が破綻した場合、貸倒引当金を大幅に超える貸倒損失が発生す

る等、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

(5) 研究開発

　当社グループは、将来にわたる競争力強化のため、新素材、新加工技術等の基礎研究を行っております。しかし

ながら、研究開発活動はその性格から、成果が不確実なものであるため、十分に競争力のある新製品を開発できな

い可能性があります。そのような場合、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

(6) 環境規制

　当社グループは、原材料として各種の化学物質を取り扱っており、国内外の環境規制等を遵守して、事業活動を

行っております。しかしながら、これらの規制強化等により、多額の対応コストの発生や事業活動が制限される等

の事態が生じる可能性があります。そのような場合、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性

があります。

(7) 株価の大幅な下落

　当社グループは、市場性のある株式を保有しております。株価が大幅に下落した場合、保有する株式に評価損が

発生する等、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

(8) 退職給付債務及び退職給付費用

　当社グループは、従業員の退職給付債務及び費用について、割引率等数理計算上で設定される前提条件や年金資

産の期待運用収益率に基づいて計算を行っております。このため、実際の金利水準の変動や年金資産の運用利回り

が悪化した場合、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

(9) 自然災害

　当社グループは、国内に多くの事業拠点を保有しております。大規模な自然災害の発生により、生産・物流設備

や情報システム等が多大な被害を受けた場合、生産活動の停止や多額の復旧費用の発生等、当社グループの経営成

績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。
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３【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）経営成績等の状況の概要

当連結会計年度における当社グループ（当社、連結子会社及び持分法適用会社）の財政状態、経営成績及び

キャッシュ・フロー（以下「経営成績等」という。）の状況の概要は次のとおりであります。

①財政状態及び経営成績の状況

当連結会計年度におけるわが国経済は、設備投資の増加や雇用・所得環境の改善などを背景に緩やかな回復基調

で推移いたしましたが、米中貿易摩擦や世界経済の減速懸念が高まるなど、先行き不透明な状況が続いておりま

す。

当社グループの事業と関連性の深い建設業界では、都市部を中心とした大型再開発案件や東京オリンピック・パ

ラリンピック関連の需要増加が期待されておりましたが、住宅市場の停滞や建設業界の人手不足・資材不足による

工期遅延、また相次ぐ自然災害などの影響を受け、市場環境は弱含みで推移いたしました。

このような状況の中、当社グループは中期経営計画『SHINKA-100』フェーズⅡ(2018～2020年度)において、３つ

の「SHINKA」（進化・深化・真価）をベースとした重点戦略に取り組んでおります。フェーズⅡ初年度となる2018

年度は、売上高90,355百万円（前期比1.0％減）、営業利益1,991百万円（前期比43.5％減）、経常利益2,243百万円

（前期比39.1％減）、親会社株主に帰属する当期純利益1,345百万円（前期比45.7％減）となりました。

セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。なお、セグメント間の取引を含めて表示しております。

＜プロダクト事業＞

プロダクト事業におきましては、デザイン性や機能性を高めた新製品を発売し、市場への早期浸透を目指して

販促活動を強化いたしました。また、シンガポールに新たな拠点を設置するなど、更なる海外事業の強化を推進

しております。

塩ビ床材では、６月に国産初となる高意匠・高機能単層ビニル床シート「ヒトエ グランザ」「ヒトエ ファイ

ン」を発売し、10月にはビニル床シートを使用用途別に分かりやすく集約した総合サンプル帳「シートコレク

ション」を刷新したほか、衝撃吸収性に優れたワックスメンテナンスが長期間不要なビニル床シート「ケアセー

フNW」を新発売し、各方面より高い評価を頂きました。しかしながら、主力市場である医療・福祉施設向けの需

要は伸び悩み、塩ビ床材全体での売上高は前期を下回りました。

カーペットでは、10月に高い意匠性と機能性を有するグラフィックタイルカーペット「GXシリーズ」のライン

アップを拡充しました。また、前期に発売したデザイン性に優れた汎用タイルカーペット「GA-100T」が大きく売

上を伸ばしたことにより、カーペット全体での売上高は前期を上回りました。

壁装材では、７月にリニューアルしたビニル壁紙「VS」が市場に浸透し、売上を伸ばしました。10月にはビニ

ル壁紙「パワー1000」を刷新し、幅広い提案に叶うデザイン・機能両面での強化を図ったことなどにより、壁装

材全体での売上高は前期を上回りました。

カーテンは、住宅分野向け商品が低調となり、全体での売上高が前期を下回りました。

また、利益につきましては、販売価格の改定や基幹システム更新による業務効率化などに取り組みましたが、

原油・ナフサ価格の高騰に伴う主要原材料価格の値上がりや物流費の上昇、販促活動強化のための販売促進費及

び見本費の増加等により、前期を大幅に下回る結果となりました。

これらの結果、プロダクト事業の売上高は54,073百万円（前期比1.8％減）、セグメント利益は1,430百万円

（前期比50.2％減）となりました。

＜インテリア卸及び工事事業＞

インテリア卸事業におきましては、東リグループの新製品やカーテンレール・ブラインドをはじめとする窓回

り商品の販促活動に注力し、受注の拡大を図りました。中国市場における販売を担う東璃（上海）貿易有限公司

は、レジデンシャル市場向け商品の拡販や大型現場での採用が進んだことにより、順調に売上を伸ばしました。

また、グループ施工力を活かした工事事業におきましては、大型物件の受注等により売上が堅調に推移いたしま

した。

しかしながら、12月末に事業効率化を目的としてダイヤ・カーペット㈱を解散したことに伴い、前期と比較し

て売上高及び利益が減少しております。

これらの結果、インテリア卸及び工事事業の売上高は59,270百万円（前期比0.4％減）、セグメント利益は942

百万円（前期比2.7％減）となりました。
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②キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度における現金及び現金同等物は、前期末に比べ1,427百万円減少し、7,749百万円（前期末 9,176

百万円）となりました。

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは、2,321百万円の収入（前期 2,668百万円の収入）となりました。税金等

調整前当期純利益の減少等により、前期に比べ収入が減少しております。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは、2,575百万円の支出（前期 2,690百万円の支出）となりました。有形固

定資産の取得による支出の増加があったものの、無形固定資産の取得による支出の減少等により、前期に比べ支

出が減少しております。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは、1,187百万円の支出（前期 1,231百万円の支出）となりました。短期借

入金の純減少額の減少等により、前期に比べ支出が減少しております。

③生産、受注及び販売の実績

ａ．生産実績

当連結会計年度における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 金額（百万円） 対前期増減率（％）

　プロダクト事業 42,765 0.2

　インテリア卸及び工事事業 － －

合計 42,765 0.2

（注）１．金額は販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

ｂ．仕入実績

当連結会計年度における仕入実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 金額（百万円） 対前期増減率（％）

　プロダクト事業 7,603 △2.0

　インテリア卸及び工事事業 51,657 △0.5

　内部取引消去 △22,896 △1.4

合計 36,364 △0.2

（注）１．金額は仕入価格によっております。

２．セグメント間の取引を含めて表示しております。

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

ｃ．受注実績

各事業は概ね見込生産を行っているため、該当事項はありません。

ｄ．販売実績

当連結会計年度における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 金額（百万円） 対前期増減率（％）

　プロダクト事業 54,073 △1.8

　インテリア卸及び工事事業 59,270 △0.4

　内部取引消去 △22,987 △1.3

合計 90,355 △1.0

（注）１．セグメント間の取引を含めて表示しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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（２）経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

経営者の視点による当社グループの経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は次のとおりであります。

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断したものであります。

①重要な会計方針及び見積り

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて作成さ

れています。この連結財務諸表の作成にあたっては、当連結会計年度における財政状態、経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況に影響を与えるような見積り、予測を必要としております。当社グループは、過去の実績値や

状況を踏まえ合理的と判断される前提に基づき、継続的に見積り、予測を行っております。そのため実際の結果

は、見積り特有の不確実性があるため、これらの見積りと異なる場合があります。

②当連結会計年度の経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容

ａ．財政状態の分析

＜資　産＞

当連結会計年度末における流動資産は、前連結会計年度末に比べ1,075百万円減少し、47,550百万円となりま

した。これは主に、設備投資等に伴い現金及び預金が減少したことによるものです。固定資産は、前連結会計年

度末に比べ1,027百万円増加し、30,104百万円となりました。これは主に、販売子会社の本社移転に伴い、土地

及び建設仮勘定が増加したことによるものです。また、2019年１月に基幹情報システムを更新したことによりソ

フトウエアが増加し、無形固定資産のその他に含まれるソフトウエア仮勘定が減少しました。

この結果、資産合計は、前連結会計年度末比べ48百万円減少し、77,654百万円となりました。

＜負　債＞

当連結会計年度末における流動負債は、前連結会計年度末に比べ941百万円増加し、30,560百万円となりまし

た。これは主に、仕入債務が減少したものの、その他に含まれる設備関係支払手形及び建設未払金等の設備関係

債務が増加したことによるものです。固定負債は、前連結会計年度末に比べ1,137百万円減少し、11,051百万円

となりました。

この結果、負債合計は、前連結会計年度末に比べ196百万円減少し、41,612百万円となりました。

＜純資産＞

当連結会計年度末における純資産合計は、前連結会計年度末に比べ148百万円増加し、36,042百万円となりま

した。これは主に、利益剰余金が増加したことによるものです。

ｂ．経営成績の分析

当連結会計年度は、デザイン性や機能性を高めた新製品の発売や海外事業の強化等に注力したものの、医療・

福祉施設向けの需要が伸び悩んだこと等により、売上高は前期比935百万円減少の90,355百万円となりました。

売上総利益については、主要原材料価格の上昇等により、前期比1,071百万円減少の24,904百万円となりまし

た。販売費及び一般管理費については、物流費や人件費の上昇等により、前期比459百万円増加の22,912百万円

となり、営業利益は前期比1,531百万円減少の1,991百万円となりました。また、経常利益については、外貨建資

産の為替変動等により、前期比1,438百万円減少の2,243百万円となりました。

特別損益で主なものとしては、固定資産除却損及び投資有価証券評価損を特別損失に計上しており、税金等調

整前当期純利益は前期比1,593百万円減少の2,037百万円となりました。

法人税、住民税及び事業税については、税金等調整前当期純利益の減少等により、前期比456百万円減少の643

百万円、法人税等調整額は前期比１百万円減少の28百万円となり、親会社株主に帰属する当期純利益は前期比

1,134百万円減少の1,345百万円となりました。

この結果、１株当たり当期純利益は21円81銭（前期40円20銭）となりました。また、自己資本当期純利益率は

3.8％（前期7.2％）となりました。

なお、セグメント別の売上高及びセグメント利益の概況については、「(1) 経営成績等の状況の概要　①財政

状態及び経営成績の状況」に記載しております。

ｃ．キャッシュ・フローの分析

キャッシュ・フローの分析については、「(1) 経営成績等の状況の概要　②キャッシュ・フローの状況」に記

載しております。

なお、資本の財源及び資金の流動性について、当社グループの主要な資金需要は、運転資金及び設備投資資金

等であり、これらの資金調達は、主に営業活動によるキャッシュ・フロー及び銀行借入により行っております。

また、当社と一部の関係会社は、ＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント・システム）を通じて当社グループ企業相

互間で余剰・不足資金を融通し、資金の効率化を図っております。
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４【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

５【研究開発活動】

当社グループの研究開発活動は、市場ニーズに対応した新製品の開発、生産技術の開発、新素材・新加工技術の基

礎研究などをテーマに当社の研究開発部門が主体となり行っております。

当連結会計年度におけるグループ全体の研究開発費は599百万円であり、すべてプロダクト事業に関わるものであ

ります。

各製品群に関わる研究開発活動の状況は以下のとおりであります。

 

ビニル床シートでは、国産初の高意匠・高機能単層ビニル床シート「ヒトエ グランザ」「ヒトエ ファイン」を発

売しました。単層構造により全層にわたり意匠が持続すること、優れた耐摩耗性・メンテナンス性を有することに加

え、抗菌性を有し衛生面にも配慮したビニル床シートです。また、床材単体でG値100以下を実現し、衝撃吸収性に優

れたビニル床シート「ケアセーフNW」を発売したほか、各種施設で多くの採用実績を誇る汎用ビニル床シート「フロ

アリューム プレーン」及び「フロアリューム マーブル」を長期間ワックスメンテナンスが不要な「NWシリーズ」と

してリニューアルしました。「マチュアNW」「ホスピリュームNW」などの改廃と合わせて、「NWシリーズ」のライン

アップを拡充し、より幅広い選択肢をご提示しております。そのほか、巾木では波型形状をしたユニークな「ウェー

ブ巾木」を発売するなど、これまでの概念にとらわれない独創的な製品開発を行いました。

ビニル床タイルでは、次期改廃に向け、高意匠・高機能ビニル床タイルの製品化研究に注力しました。

 

カーペット関連では、意匠性に優れたグラフィックタイルカーペット「GXシリーズ」を大幅に刷新しました。ジャ

パンデザインを基本コンセプトに掲げ、５つのデザインカテゴリーごとに、立体感・緻密さ・光沢感を通じて様々な

モチーフを表現した新柄の開発を行いました。さらに従来の防汚加工を進化させた特殊防汚加工「ナノクリン」を施

したアイテムの増強も行っております。そのほかには、汎用タイルカーペット「GA-500シリーズ」、独自技術である

特殊溶融エンボス加工を施したタイルカーペット「MTEシリーズ」、プリントタイルカーペット「エクスクロームシ

リーズ」においても新意匠の開発を行いました。

 

カーテン関連では、「コントラクトカーテン Vol.14plus」を発売しました。ニーズの多様化する医療施設や教育

施設などにお応えできる商品を新たにラインアップに加えました。QRコードにより施工イメージをスマートフォンな

どから確認できる、使いやすい見本帳となっております。

 

壁装材関連では、ビニル壁紙を収録した見本帳「パワ－1000」を刷新し、従来の表面強化壁紙よりさらに傷に強い

「防汚スーパーハードタイプ」や不陸隠蔽性に優れた「厚みのある不燃認定壁紙」を新たに収録し、バリエーション

を拡充しました。壁紙選定をサポートする情報も充実させ、おすすめコーディネートプラン集やカラー選定を容易に

するカラーインデックスなども掲載しております。また、汎用タイプのビニル壁紙「VS」では、好評の表面しっかり

壁紙、リフォーム推奨品、撥水コート品に加えて、新たに下地追随性に優れたストレッチ機能商品や、運搬時や天井

施工などの負担を軽減する軽量タイプを新たに収録しました。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当社グループは、製造設備の増強及び既存設備の更新による高機能化を目的として、3,094百万円の設備投資を行

いました。

　プロダクト事業では、提出会社における伊丹・厚木両工場の建物・機械装置等の改修及び基幹情報システムの更新

を中心に2,120百万円の設備投資を行いました。

　インテリア卸及び工事事業では、リック㈱の本社移転に伴う土地及び建物等の取得を中心に974百万円の設備投資

を行いました。

　なお、設備投資額には、建設仮勘定及びソフトウエア他を含んでおります。

　また、当連結会計年度において、重要な設備の除却、売却等はありません。

２【主要な設備の状況】

　当社グループにおける主要な設備は、以下のとおりであります。

(1) 提出会社

2019年３月31日現在
 

事業所名
（所在地）

セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業員数
（人）

建物
及び
構築物

機械装置
及び
運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計

伊丹本社
（兵庫県伊丹市）

プロダクト事業 その他設備 1,118 60
0
(8)

1,764 2,945 210

伊丹工場
（兵庫県伊丹市）

プロダクト事業 生産設備 315 553
4

(41)
100 973 155

厚木工場
（神奈川県厚木市）

プロダクト事業 生産設備 928 526
46
(28)

274 1,775 120

東京事務所
（東京都港区）

プロダクト事業 その他設備 502 15
2,042

(0)
16 2,577 130

関東物流センター
（千葉県船橋市）

プロダクト事業 配送設備 334 34
2,628
(13)

4 3,002 －

中央物流センター
（滋賀県蒲生郡日野町）

プロダクト事業 配送設備 554 128 － 32 715 －

（子会社への賃貸）
岐阜東リ㈱

プロダクト事業 生産設備他 － －
776
(81)

－ 776 －

 

(2) 国内子会社

2019年３月31日現在
 

会社名
（所在地）

セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業員数
（人）

建物
及び
構築物

機械装置
及び
運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計

リック㈱
（大阪市中央区）

インテリア卸及
び工事事業

その他設備 172 －
1,435

(4)
519 2,127

540
[16]

滋賀東リ㈱
（滋賀県蒲生郡日野町）

プロダクト事業 生産設備 174 198
1,415
(228)

41 1,830
113
[5]

広化東リフロア㈱
（滋賀県蒲生郡日野町）

プロダクト事業 生産設備 111 465 － 67 644
40
[1]

岐阜東リ㈱
（岐阜県養老郡養老町）

プロダクト事業 生産設備他 242 801 － 14 1,059
54
[5]

東リ物流㈱
（兵庫県伊丹市）

プロダクト事業 配送設備 113 － － － 113 12
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　（注）１　帳簿価額の内「その他」は、工具、器具及び備品、建設仮勘定及びソフトウエア他の合計であります。な

お、金額には消費税等は含まれておりません。

２　現在休止中の主要な設備はありません。

３　従業員数は就業人員数（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの

出向者を含む。）であり、臨時従業員数は［　］内に年間の平均人員を外数で記載しております。

 

３【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設

会社名
事業所名

所在地
セグメント

の
名称

設備の内容

投資予定額
資金調達
方法

着手及び完了予定年月
完成後の
増加能力総額

（百万円）
既支払額
（百万円）

着手 完了

リック㈱
大阪府

吹田市

インテリア

卸及び工事

事業

本社社屋

及び敷地
1,118 985 自己資金 2019年1月 2019年6月 (注)

　（注）当該計画は更なる業務品質及びサービスの向上を図ることを目的としており、増加能力を合理的に算定すること

が困難であるため、完成後の増加能力は記載しておりません。

 

(2) 重要な設備の改修

重要な設備の改修はありません。

 

(3) 重要な設備の除却等

重要な設備の除却等はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 141,603,000

計 141,603,000

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在
発行数（株）

（2019年３月31日）

提出日現在発行数
（株）

（2019年６月19日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 66,829,249 66,829,249
東京証券取引所

(市場第一部)
単元株式数 100株

計 66,829,249 66,829,249 ― ―

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

②【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

③【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

2003年10月１日

（注）
― 66,829 ― 6,855 75 1,789

（注）リック㈱との株式交換による増加であります。

（５）【所有者別状況】

       2019年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満
株式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数

（人）
－ 32 26 182 84 5 4,788 5,117 －

所有株式数

（単元）
－ 193,636 4,064 200,297 72,173 575 196,899 667,644 64,849

所有株式数の

割合（％）
－ 29.00 0.61 30.00 10.81 0.09 29.49 100.00 －

（注）１　自己株式5,140,738株は「個人その他」に51,407単元、「単元未満株式の状況」に38株含まれております。

なお、自己株式5,140,738株は2019年３月31日現在の実質的な所有株式数であります。

２　「その他の法人」の欄には証券保管振替機構名義の株式が70単元含まれております。
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（６）【大株主の状況】

  2019年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合

（％）

日本生命保険相互会社
東京都千代田区丸の内１丁目６番６号

日本生命証券管理部内
3,641 5.90

株式会社トクヤマ 山口県周南市御影町１番１号 2,780 4.51

双日株式会社 東京都千代田区内幸町２丁目１番１号 2,532 4.10

日本トラスティ・サービス

信託銀行株式会社（信託口）
東京都中央区晴海１丁目８番11号 2,427 3.93

日本マスタートラスト

信託銀行株式会社（信託口）
東京都港区浜松町２丁目11番３号 2,024 3.28

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 1,777 2.88

三信株式会社 東京都中央区八丁堀２丁目25番10号 1,730 2.80

東親会持株会 兵庫県伊丹市東有岡５丁目125番地 1,625 2.63

帝人フロンティア株式会社 大阪市北区中之島３丁目２番４号 1,489 2.41

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目４番５号 1,485 2.41

計 ― 21,513 34.88

（注）　上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）

2,427千株

2,024千株
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2019年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 5,140,700

完全議決権株式（その他） 普通株式 61,623,700 616,237 －

単元未満株式 普通株式 64,849 － －

発行済株式総数  66,829,249 － －

総株主の議決権  － 616,237 －

　（注）１　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が7,000株（議決権の数　

70個）含まれております。

２　「単元未満株式」欄には、当社所有の自己保有株式が38株含まれております。

②【自己株式等】

    2019年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

東リ株式会社
兵庫県伊丹市東有岡５丁目125番地 5,140,700 － 5,140,700 7.69

計 ― 5,140,700 － 5,140,700 7.69

 

２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第７号による普通株式の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 442 125,400

当期間における取得自己株式 99 25,877

（注）　当期間における取得自己株式には、2019年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式数は含めておりません。
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（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額

（円）
株式数（株）

処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った

取得自己株式
－ － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る

移転を行った取得自己株式
－ － － －

その他

（単元未満株式の買増請求による売渡）
20 6,760 － －

保有自己株式数 5,140,738 － 5,140,837 －

（注）１　当期間における「その他（単元未満株式の買増請求による売渡）」には、2019年６月１日からこの有価証券

報告書提出日までの単元未満株式の売渡による株式数は含めておりません。

２　当期間における「保有自己株式数」には、2019年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株

式の買取り及び売渡による株式数は含めておりません。

 

３【配当政策】

当社の株主配当につきましては、株主の皆様へ利益の還元をすることが最も重要な使命のひとつと認識し、安定的

な配当を継続的に実施していくことを基本方針としております。そのためには、経営基盤を強化し、将来の成長性を

確保していくことが重要であり、配当の金額及び回数につきましては、各決算期の財政状態とともに、中長期視点で

の事業環境を総合的に勘案し決定しております。これらの配当の決定機関は、期末配当につきましては株主総会、中

間配当につきましては取締役会であります。

　当事業年度の配当につきましては、上記の基本方針を踏まえ、期末配当金として１株当たり８円とし、実施済みの

中間配当金２円と合わせた年間配当金は１株当たり10円としております。

　内部留保資金の使途につきましては、設備投資や財務体質の強化に充てることとしております。

　また、当社は会社法第454条第５項に規定する中間配当をすることができる旨を定款に定めております。

　なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額

（百万円）

１株当たり配当額

（円）

2018年11月２日
123 2

取締役会決議

2019年６月19日
493 8

定時株主総会決議
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４【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの概要】

①　コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は、「世界の人々の心豊かな空間環境づくりに貢献

する」という理念のもと、株主様、お客様並びに従業員などにおける企業価値を継続的に高めることを目的と

し、経営のスピード向上及び監査・統制機能の強化を両立する経営組織体制を構築することと位置付けておりま

す。

②　企業統治の体制の概要及び当該体制を採用する理由

　当社は、監査役会設置会社であります。

　当社は、会社の機関として、株主総会、取締役、取締役会、監査役、監査役会及び会計監査人を設置しており

ます。

　当社のコーポレート・ガバナンスの体制図は以下のとおりであります。

　取締役会は、現在８名（うち社外取締役２名）の取締役で構成され、月１回以上開催しております。取締役会

では、経営及び業務執行に関する重要事項の意思決定を行うとともに、各取締役が業務執行の状況及び取締役会

で必要と認めた事項を報告することなどを通じて、業務執行の状況を監督しております。なお、役員の指名及び

報酬に関して、その客観性と透明性を確保するために、取締役会の諮問機関として、独立社外役員を主要な構成

員とする指名・報酬委員会を設置しております。同委員会は、現在６名（代表取締役・専務取締役・社外取締役

２名・社外監査役２名）で構成されております。

　また、迅速かつ適正なる経営判断を行い、グループ経営全体の最適化を目指すべく経営会議・執行役員会を開

催しております。経営会議は、取締役（社外取締役を除く）によって構成されており、原則月２回開催しており

ます。経営会議では、株主総会、取締役会に付議する経営の基本重要事項や重要な経営政策全般にわたる事前協

議を行っております。執行役員会は、取締役（社外取締役を除く）及び執行役員によって構成されており、原則

月１回開催しております。執行役員会では、執行役員に対する経営方針の周知徹底と業務執行に関する報告及び

審議を行っております。

　監査役会は、現在４名（うち社外監査役２名）の監査役で構成され、原則月１回開催しております。監査役会

では、会社の健全で持続的な経営に資するため、客観的かつ独立した立場で取締役の職務執行を監査しており、

監査の方針、会社の業務及び財産の状況の調査、その他監査役の職務の執行に関する事項について決議しており

ます。監査役は、取締役会、経営会議、執行役員会、その他重要な会議に適宜出席しているほか、自らの職務の

執行状況や会計監査人の調査事項等について監査役会に報告しております。また、会計監査につきましては、有

限責任 あずさ監査法人と監査契約を締結し、監査を受けております。

　なお、上記の各機関の構成員である取締役、監査役及び執行役員の役職名及び氏名は、「（２）[役員の状況]

① 役員一覧」に記載のとおりであります。

　当社は、上記の体制により、経営上の意思決定と業務執行が適正に行われ、かつ、客観的・中立的立場からの

経営監視が十分に機能していると考えていることから、現在の体制を採用しております。
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③　提出会社の子会社の業務の適正を確保するための体制整備の状況

　当社では「東リグループ関係会社管理規程」に基づき子会社の経営を監督し、業績・財務状況等重要な情報に

ついての当社への報告の義務付けやグループ監査役会の設置・運営などを通じて、子会社の業務の適正化を推進

しております。

④　内部統制システムの整備の状況及びリスク管理体制の整備の状況

　当社は、「内部統制システム構築の基本方針」を以下のとおり取締役会決議しております。

ａ．当社及びその子会社からなる企業集団（以下「当社グループ」という）の取締役及び使用人の職務執行が法

令及び定款に適合することを確保するための体制

(a) 当社グループは、ステークホルダーに対する透明性の高い経営体制の確立に努め、役職員の職務執行が法

令、定款及び社内規程等に適合し、かつ、高い倫理観に支えられていることを確保する。

(b) 当社グループは、「東リグループ経営理念」「東リグループ行動憲章」「東リグループ行動規範」を役職

員に周知し、徹底する。

(c) 当社グループは、「東リグループホットライン(内部通報窓口）」を設置・運営し、法令違反等の早期発

見・是正に努める。

(d) 当社グループは、取締役が自己の担当領域について、コンプライアンス体制を構築する権限と責任を有す

る。

ｂ．当社グループの取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　当社グループは、取締役の職務執行に係る文書その他の情報について、社内規程等に則り、その重要度に応

じて適正に保存・管理する。

ｃ．当社グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制

(a) 当社グループは、「リスク管理基本方針」及び「リスク管理行動指針」に基づき、リスクマネジメントの

ために必要な体制を整備する。

(b) 当社グループは、業務に係る種々のリスクについて、各担当部門において規程の制定を行うなど、適切に

管理する。

(c) 当社グループは、大規模な事故・災害・不祥事が発生した場合に備え、危機発生時の対応に関する規程・

組織を整備するなど、体制の構築・運営に努める。

(d) 当社は、子会社毎に担当役員、担当部門を定め、子会社の管理責任を明確にする。

ｄ．当社グループの取締役の職務執行が効率的に行われることを確保するための体制

(a) 当社グループは、会議体と部署及び役職の権限を明確にし、適正かつ効率的な意思決定と職務執行を確保

する。

(b) 当社グループは、組織構造について、随時見直しを図り、より一層の効率化を推進する。

(c) 当社グループは、複数事業年度を期間とする中期経営計画を策定し、連結ベースでの目標値を設定する。

ｅ．当社グループにおける業務の適正を確保するための体制

(a) 当社は、「東リグループ関係会社管理規程」に基づき、子会社の経営を監督する。

(b) 当社は、当社グループの監査を適正に行うことを目的として、グループ監査役会を設置・運営する。

(c) 当社は、子会社に対して、業績・財務状況等重要な情報について、当社への報告を義務付ける等、当社グ

ループの報告体制を整備する。

ｆ．監査役がその職務を補助すべき使用人（以下「補助使用人」という）を置くことを求めた場合における当該

使用人に関する事項

　当社は、必要な知識・能力を備えた補助使用人を適切な員数確保する。

ｇ．補助使用人の取締役からの独立性及び監査役の補助使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

(a) 当社は、補助使用人の独立性を確保するため、その人事異動、人事評価、懲戒処分については、監査役の

同意を得る。

(b) 補助使用人に対する指揮命令権は、監査役に帰属する。

ｈ．監査役への報告に関する体制

　当社グループの役職員は、当社グループに著しい損害を及ぼすおそれのある事実その他重要事項を、適時、

適切な方法により監査役に報告する。
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ｉ．監査役に報告した者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

　当社グループは、監査役に報告をした者に対して、当該報告をしたことを理由として、解雇、降格等の懲戒

処分や、配置転換等の人事上の措置等いかなる不利益な取扱も行わない。

ｊ．監査役の職務執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費用又

は債務の処理に係る方針に関する事項

(a) 当社は、監査役の職務執行上必要な費用を支弁するため、毎年、一定額の予算を設ける。

(b) 当社は、監査役が職務執行について生じる費用の前払い又は償還等の請求をしたときは、当該監査役の職

務執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用または債務を処理する。

ｋ．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

(a) 内部監査部門は、その監査活動の状況と結果を監査役に遅滞なく報告するなど、監査役との連携を強化す

る。

(b) 当社は、効果的な監査業務の遂行を目的として、定期的に代表取締役等と監査役との意見交換会を開催す

る。

ｌ．当社グループの反社会的勢力を排除するための体制

(a) 当社グループは、反社会的勢力に毅然とした態度で対応するものとし、一切の関係を持たない。

(b) 当社グループは、警察当局、顧問弁護士等と緊密な連携を図りながら、事案に応じた適切な対応を実施す

る。

ｍ．当社グループの財務報告の信頼性を確保するための体制

　当社グループは、財務報告の信頼性を確保するため、財務報告に係る内部統制システムを構築し、その体制

の整備・運用状況を定期的に評価するとともに、維持・改善に努める。

⑤　責任限定契約の内容

　当社は、社外取締役２名及び社外監査役２名との間で、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第

１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任限度額は、法令の定め

る最低責任限度額としております。

⑥　取締役の選任の決議要件

　当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株

主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨、また、累積投票によらないものとする旨、定款に定めており

ます。

⑦　取締役の定数

　当社の取締役は、10名以内とする旨、定款に定めております。

⑧　株主総会決議事項を取締役会で決議することができることとした事項

ａ．自己の株式の取得

　当社は、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を可能とするため、会社法第165条第２項の規

定により、取締役会の決議をもって自己の株式を取得することができる旨、定款に定めております。

ｂ．取締役及び監査役の責任免除

　当社は、取締役及び監査役が期待される役割を十分に発揮できるよう、会社法第426条第１項の規定によ

り、任務を怠ったことによる取締役（取締役であった者を含む）及び監査役（監査役であった者を含む）の損

害賠償責任を、法令の限度において、取締役会の決議によって免除することができる旨、定款に定めておりま

す。

ｃ．中間配当

　当社は、株主への機動的な利益還元を可能とするため、会社法第454条第５項の規定により、毎年９月30日

を基準日として、取締役会の決議によって株主または登録株式質権者に対し、中間配当金として剰余金の配当

をすることができる旨、定款に定めております。

⑨　株主総会の特別決議要件

　当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株

主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨、定款に定めてお

ります。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うこと

を目的とするものであります。
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（２）【役員の状況】

①　役員一覧

男性11名　女性1名　（役員のうち女性の比率8.3％）

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
（百株）

取締役社長
代表取締役

永嶋　元博 1959年12月１日生

 
1982年４月
2003年４月
2007年６月
2008年６月
2012年４月

当社入社
当社総合企画部長
当社執行役員
当社取締役
当社代表取締役社長（現任）

 

（注）３ 220

専務取締役
執行役員
管理本部長

鈴木　潤 1956年２月28日生

 
1980年４月
2001年７月
2009年４月
2011年６月
2013年４月
2015年４月
2018年４月

当社入社
当社ＩＴ推進部長
当社執行役員（現任）
当社取締役
当社管理本部長（現任）
当社常務取締役
当社専務取締役（現任）

 

（注）４ 194

常務取締役
執行役員
事業本部長

天野　宏文 1960年６月11日生

 
1984年４月
2005年４月
2012年４月
2015年６月
2016年４月
2018年４月

当社入社
当社企画推進室長
当社執行役員（現任）
当社取締役
当社事業本部長（現任）
当社常務取締役（現任）

 

（注）４ 116

取締役
執行役員

事業本部副本部長
安嶋　二郎 1955年10月24日生

 
1981年４月
2007年４月
2010年４月
2014年６月
2016年４月

当社入社
当社生産技術部門第二技術部長
当社執行役員（現任）
当社取締役（現任）
当社事業本部副本部長（現任）

 

（注）３ 161

取締役
執行役員
営業本部長

德島　裕恭 1960年８月12日生

 
1983年４月
2011年４月
2013年４月
2015年４月
2015年６月

当社入社
当社首都圏ブロック統括部長
当社執行役員（現任）
当社営業本部長（現任）
当社取締役（現任）

 

（注）４ 195

取締役
執行役員

グローバル戦略
推進部長

橋本　昌幸 1960年６月16日生

 
1983年４月
2016年４月
2018年４月
2018年６月
2019年４月

日商岩井株式会社入社
双日株式会社化学本部副本部長
当社常勤顧問
当社取締役執行役員（現任）
当社グローバル戦略推進部長（現任）

 

（注）３ 34

取締役 横田　絵理 1960年８月25日生

 
1997年２月
2005年４月
2014年６月
2014年６月

慶應義塾大学博士（経営学）
慶應義塾大学商学部教授（現任）
当社社外取締役（現任）
出光興産株式会社社外取締役

 

（注）３ 31

取締役 今﨑　恭生 1951年５月４日生

 
1975年４月
2002年１月
2005年６月
2006年６月
2010年６月
2014年６月

 
2015年６月
2015年６月

株式会社三和銀行入行
株式会社ＵＦＪ銀行執行役員
株式会社ジェーシービー執行役員
同社取締役常務執行役員
株式会社みどり会代表取締役社長
東洋プロパティ株式会社代表取締役社長
（現任）
当社社外取締役（現任）
三信株式会社社外取締役（現任）

 

（注）４ 88

常勤監査役 富田　芳朗 1954年９月５日生

 
1980年４月
2004年４月
2011年４月
2015年４月
2017年４月
2017年６月

当社入社
当社開発部長
当社執行役員
当社上席執行役員
当社常勤顧問
当社常勤監査役（現任）

 

（注）５ 139

常勤監査役 江邉　晴信 1958年１月１日生

 
1981年４月
2003年４月
2010年４月
2019年４月
2019年６月

当社入社
当社西日本営業開発部長
当社執行役員
当社常勤顧問
当社常勤監査役（現任）

 

（注）６ 113

監査役 森川　拓 1974年11月27日生

 
2001年10月
2005年２月

 
2015年６月

弁護士登録
滝本雅彦法律事務所（(現)ひょうご法律事
務所）所長（現任）
当社監査役（現任）

 

（注）６ 12

監査役 渡沼　照夫 1953年７月５日生

 
1984年８月
2016年10月
2019年６月

公認会計士登録
渡沼公認会計士事務所　代表（現任）
当社監査役（現任）

 

（注）６ －

計 1,303
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（注）１　取締役　横田絵理、今﨑恭生の両氏は、社外取締役であります。

２　監査役　森川拓、渡沼照夫の両氏は、社外監査役であります。

３　2018年６月20日開催の定時株主総会の終結の時から２年間

４　2019年６月19日開催の定時株主総会の終結の時から２年間

５　2017年６月21日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

６　2019年６月19日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

７　今﨑恭生氏の氏名に関しては、「開示用電子情報処理組織による手続の特例等に関する留意事項について」及

び「提出書類ファイル仕様書」（金融庁総務企画局）の規定により使用可能とされている文字以外を含んでい

るため、電子開示システム（EDINET）上使用できる文字で代用しております。

８　当社では、取締役会の一層の活性化を促し、取締役会の意思決定・業務執行の監督機能と業務執行機能を明確

に区分し、経営効率の向上を図るために執行役員制度を導入しております。

上記以外の執行役員は以下の７氏であります。

　執行役員　　営業本部副本部長兼近畿圏ブロック統括部長　　中野　洋二

　執行役員　　管理本部副本部長兼経理財務部長　　　　　　　荒木　陽三

　執行役員　　技術開発部長　　　　　　　　　　　　　　　　田渕　俊之

　執行役員　　東日本営業開発部長　　　　　　　　　　　　　工藤　　務

　執行役員　　伊丹工場長　　　　　　　　　　　　　　　　　立花　敦司

　執行役員　　営業企画部長兼首都圏ブロック統括部長　　　　小西　昭典

　執行役員　　厚木工場長　　　　　　　　　　　　　　　　　長森　正知

②　社外役員の状況

ａ．員数、当社との人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係、コーポレート・ガバナンスにおいて

果たす機能及び役割

　当社の社外取締役は２名、社外監査役は２名であります。

　社外取締役の横田絵理氏は、大学教授としての高い見識と幅広い経験に基づき、取締役の業務執行に対する

監視・監督や、客観的視点からの意見具申のほか、重要な業務執行の意思決定に参画することなどを通じて、

その役割を果たしていただけると考えております。

　社外取締役の今﨑恭生氏は、企業経営者としての豊富な経験と高い識見に基づき、取締役の業務執行に対す

る監視・監督や、客観的視点からの意見具申のほか、重要な業務執行の意思決定に参画することなどを通じ

て、その役割を果たしていただけると考えております。

・同氏は、2005年６月まで株式会社UFJ銀行（現：株式会社三菱UFJ銀行）の業務執行者として在任しておりま

した。なお、当社は同銀行との間で、資金調達・預金・為替等の銀行取引を行っており、当社の連結総資産

に占める同行からの借入金の比率（2019年３月31日時点）は3.2％です。

・同氏は、東洋プロパティ株式会社の代表取締役です。当社は同社との間で、ゴルフ場事業に係る取引等を

行っておりますが、その取引の規模・性質に照らして、株主・投資者の判断に影響を及ぼすおそれはないと

考えられることから、概要の記載を省略いたします。

・同氏は、株式会社ジェーシービーの出身者です。当社は同社との間で、クレジット取引等を行っております

が、その取引の性質に照らして、株主・投資者の判断に影響を及ぼすおそれはないと考えられることから、

概要の記載を省略いたします。

・同氏は、株式会社みどり会の出身者です。当社は同社との間で、年会費の支払、機関紙の購読等の取引を

行っておりますが、その取引の規模・性質に照らして、株主・投資者の判断に影響を及ぼすおそれはないと

考えられることから、概要の記載を省略いたします。

　社外監査役の森川拓氏は、弁護士としての専門的知見と企業法務に関する豊富な経験に基づき、客観的・中

立的・専門的立場から経営監視の機能及び役割を果たしていただけると考えております。

　社外監査役の渡沼照夫氏は、公認会計士としての財務・会計に関する専門的知見に基づき、客観的・中立

的・専門的立場から経営監視の機能及び役割を果たしていただけると考えております。

・同氏は、2016年６月まで有限責任 あずさ監査法人に在籍しておりました。なお、当社は同監査法人と監査

契約を締結しており、第155期に係る監査報酬は33百万円です。

　なお、社外取締役及び社外監査役の当社株式の保有状況は「①　役員一覧」に記載のとおりであります。

ｂ．社外取締役又は社外監査役を選任するための提出会社からの独立性に関する基準又は方針の内容及び選任状

況に関する考え方

　当社は、社外取締役及び社外監査役を選任するための独立性に関する基準を以下のとおり定めております。

当社の社外取締役及び社外監査役は、同基準に基づき、一般株主と利益相反が生じるおそれがない方を選任し

ており、いずれも東京証券取引所が定める独立役員として届け出ております。
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＜社外役員の独立性判断基準＞

当社の社外役員（社外取締役及び社外監査役をいい、その候補者を含む。以下同じ）に関する独立性判断基

準は以下のとおりです。

当社は、法令に定める社外役員の要件を満たすことを前提に、当社において合理的に可能な範囲で調査した

結果、以下の項目のいずれにも該当しないと判断される場合に、当該社外役員は独立性を有しているものと判

断いたします。

(a) 当社又は当社の子会社の業務執行者（注1、以下同じ）、又は、その就任前10年間において当社又は当社

の子会社の業務執行者（社外監査役の場合、業務執行者でない取締役を含む）であった者

(b) 当社を主要な取引先とする者（注2）又はその業務執行者

(c) 当社の主要な取引先（注3）又はその業務執行者

(d) 当社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産（注4）を得ているコンサルタント、会計専門家又は法

律専門家（当該財産を得ている者が法人、組合等の団体である場合は、当該団体に所属する者をいう）

(e) 過去１年間において、上記(b)～(d)のいずれかに掲げる者に該当していた者

(f) 以下のいずれかに掲げる者（但し、重要な者に限る。注5、以下同じ）の近親者（注6、以下同じ）

　・上記(b)～(e)のいずれかに掲げる者

　・当社の子会社の業務執行者（社外監査役の場合、業務執行者でない取締役を含む)

　・過去１年間において、当社又は当社の子会社の業務執行者(社外監査役の場合、業務執行者でない取締

役を含む)であった者

(g) 当社の取締役、執行役員、その他の重要な使用人である者の近親者

(注1)「業務執行者」とは、次に掲げる者をいう。

　・業務執行取締役、執行役、執行役員、支配人、業務を執行する社員、理事、その他これらに準じる者及

び使用人

(注2)「当社を主要な取引先とする者」とは、次に掲げる者をいう。

　・当社又は当社の子会社に対して商品又はサービスを提供している取引先であって、直前事業年度におけ

る当該取引先の当社及び当社の子会社への取引額が、当該取引先の連結総売上高の２％以上となる者

(注3)「当社の主要な取引先」とは、次のいずれかに該当する者をいう。

　・当社が商品又はサービスを提供している取引先であって、直前事業年度における当社の当該取引先への

取引額が、当社の連結総売上高の２％以上となる者

　・当社が借入れをしている金融機関であって、直前事業年度末における当社の当該金融機関からの総借入

残高が、当社の連結総資産の２％以上となる者

(注4)「多額の金銭その他の財産」とは、その価額の総額が直前事業年度において1,000万円以上のものをい

う。

(注5)「重要な者」とは、次に掲げる者をいう。

　・業務執行取締役、執行役、執行役員及び部長職以上の上級管理職にあたる使用人、監査法人等に所属す

る公認会計士、法律事務所等に所属する弁護士（いわゆるアソシエイトを含む）、その他同等の重要性

を持つと客観的・合理的に判断される者

(注6)「近親者」とは、配偶者又は二親等内の親族をいう。

③　社外取締役又は社外監査役による監督又は監査と内部監査、監査役監査及び会計監査との相互連携並びに内部

統制部門との関係

　社外取締役及び社外監査役は、取締役会に出席し、適宜、意見を述べるなど、取締役の業務執行状況、取締役

会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提言を行っております。当社は、社外取締役及び社外監

査役が、独立した立場から経営への監督や監視を的確かつ有効に実行できるよう、必要に応じて経営に関する資

料の提供や説明を行う体制をとるなど、その独立した活動を支援しております。

　社外監査役は、会計監査人と会計監査に関する情報の提供・交換を行い、監査のあり方などについて定期的に

議論するなど相互連携を図ることにより監査の実効性を高めているほか、内部監査部門である監査室から、適

宜、内部監査や内部統制の状況に関する報告を受けるなど連携を強化しております。また、監査室の構成員の中

から社外監査役の職務を補助すべき使用人を選任し、当該使用人が内部監査業務と監査役会の事務局等を兼務す

ることにより、社外監査役の活動を補佐しております。
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（３）【監査の状況】

①　監査役監査の状況

　当社の監査役会は、監査役４名（うち社外監査役２名）で構成されており、原則月１回開催しております。監

査役は、監査役会で策定した監査計画書及び監査役職務分担に基づき、取締役会、経営会議、執行役員会、その

他重要な会議に適宜出席しているほか、代表取締役・社外取締役を含む各取締役及び執行役員との面談、意見交

換等を行い、自らの職務の執行状況や会計監査人の調査事項等について監査役会に報告しております。また、社

外監査役２名には弁護士及び公認会計士の資格を有する者をそれぞれ選任し、専門的な知見と豊富な経験に基づ

いた客観的・中立的・専門的立場から監査する体制を整備しております。

②　内部監査の状況

　当社における内部監査及び内部統制システムの監査は監査室が担当しております。監査室は現在７名で構成さ

れており、内部監査計画に基づき業務監査を実施しております。内部監査、監査役監査及び会計監査の相互連携

については、内部監査規程の定めに基づき、内部監査や内部統制の状況に関する情報を監査役に遅滞なく報告す

るなど監査役との連携を強化しております。また、会計監査人と内部統制及び会計監査に関する情報の提供・交

換を行い、監査のあり方などについて定期的に議論するなど相互連携を図っております。

③　会計監査の状況

ａ．監査法人の名称

　有限責任 あずさ監査法人

ｂ．業務を執行した公認会計士

　指定有限責任社員　業務執行社員　　川井　一男

　指定有限責任社員　業務執行社員　　池田　剛士

ｃ．監査業務に係る補助者の構成

　当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士４名、会計士試験合格者等３名、その他２名であります。

ｄ．監査法人の選定方針と理由

　監査法人の選定にあたっては、会計監査人が職務上の義務違反、職務怠慢など、会社法第340条第１項各号

のいずれにも該当せず、適格性に問題がないこと、また会計監査人の独立性、品質管理の状況、職務遂行体制

の適切性、当年度の会計監査の実施状況等の相当性などの選定基準に基づき、検討した結果、監査の適正性、

信頼性等が確保できると認められることから当社の会計監査人として適当と判断しております。

ｅ．監査役及び監査役会による監査法人の評価

　当社の監査役及び監査役会は、監査法人に対して評価を行っております。この評価については、監査役及び

監査役会は監査法人の選定方針に基づき、会計監査人の職務遂行状況等を総合的に判断し、監査の適正性、信

頼性等について検討し、決定しております。

 

④　監査報酬の内容等

ａ．監査公認会計士等に対する報酬の内容

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に

基づく報酬（百万円）

非監査業務に

基づく報酬（百万円）

監査証明業務に

基づく報酬（百万円）

非監査業務に

基づく報酬（百万円）

提出会社 32 － 33 －

連結子会社 － － － －

計 32 － 33 －

 

ｂ．監査公認会計士等と同一のネットワークに属する組織に対する報酬（ａ．を除く）

（前連結会計年度）

該当事項はありません。

（当連結会計年度）

該当事項はありません。

EDINET提出書類

東リ株式会社(E00995)

有価証券報告書

27/83



ｃ．その他の重要な監査証明業務に基づく報酬の内容

（前連結会計年度）

該当事項はありません。

（当連結会計年度）

該当事項はありません。

ｄ．監査報酬の決定方針

　会計監査人に対する監査報酬については、監査日程、当社の規模・業務の特性等の要素を勘案し、会計監査

人の独立性を担保すべく、監査役会の同意を得た上で適切に決定しております。

ｅ．監査役会が会計監査人の報酬等に同意した理由

　取締役会が提案した会計監査人に対する報酬等に対して、当社の監査役会が、監査報酬の決定方針に基づ

き、会計監査人の当該事業年度の監査計画の内容、日数、配員計画等から見積もられた報酬額の相当性等を検

討した結果、会社法第399条第１項の同意の判断をいたしました。

 

（４）【役員の報酬等】

①　役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針に関する事項

　取締役の報酬は、中長期的な企業業績と企業価値の向上に資するものであること、役職及び職責に応じたもの

であることを基本的な考え方としており、月額の基本報酬と会社の業績等を勘案した賞与で構成しております。

　当社は、取締役会の諮問機関として社内取締役２名、社外取締役２名及び社外監査役２名で構成される指名・

報酬委員会を設置しております。同委員会は、取締役の報酬について、役職ごとの報酬額がその職責に応じたも

のであることなど、その妥当性を確認し、取締役会へ答申しております。取締役会は、株主総会で決議された報

酬総額を限度として、同委員会の答申を踏まえ、個別の報酬額を決定いたします。

　なお、報酬限度額は、2009年6月26日開催の第145回定時株主総会において、取締役は年額280百万円以内、監

査役は年額58百万円以内と決議されております。

②　役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円）
対象となる
役員の員数
（名）固定報酬

業績連動報
酬

退職慰労金

取締役

（社外取締役を除く）
123 123 － － 6

監査役

（社外監査役を除く）
33 33 － － 2

社外役員 24 24 － － 4
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（５）【株式の保有状況】

①　投資株式の区分の基準及び考え方

　当社は、投資株式の区分について、専ら株式の価値の変動又は株式に係る配当によって利益を受けることを目

的とする場合を純投資目的である投資株式、その他を目的とする場合を純投資目的以外の目的である投資株式と

して区分しております。なお、当社は原則として純投資目的である投資株式は保有しない方針であります。

②　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

ａ．保有方針及び保有の合理性を検証する方法並びに個別銘柄の保有の適否に関する取締役会等における検証の

内容

　当社は、事業戦略上の重要性、取引先との事業上の関係等を総合的に勘案し、政策的に必要であると判断す

る株式については保有していく方針です。この方針に則り、当社は取締役会においてその保有目的、その他考

慮すべき事情等を総合的に勘案した上で、保有の要否を判断しております。

　なお、保有の意義が必ずしも十分でないと判断される銘柄については、縮減を図ってまいります。

ｂ．銘柄数及び貸借対照表計上額

 
銘柄数
（銘柄）

貸借対照表計上額の
合計額（百万円）

非上場株式 20 192

非上場株式以外の株式 27 4,180

 

（当事業年度において株式数が増加した銘柄）

 
銘柄数
（銘柄）

株式数の増加に係る取得
価額の合計額（百万円）

株式数の増加の理由

非上場株式 － － －

非上場株式以外の株式 1 18

重要な販売先であり、事業上の取引関係の

維持及び強化を目的として取得しておりま

す。

 

（当事業年度において株式数が減少した銘柄）

 
銘柄数
（銘柄）

株式数の減少に係る売却
価額の合計額（百万円）

非上場株式 － －

非上場株式以外の株式 － －

 

ｃ．特定投資株式及びみなし保有株式の銘柄ごとの株式数、貸借対照表計上額等に関する情報

特定投資株式

銘柄

当事業年度 前事業年度

保有目的、定量的な保有効果
及び株式数が増加した理由

（注）２

当社の株式の
保有の有無

株式数（株） 株式数（株）

貸借対照表
計上額

（百万円）

貸借対照表
計上額

（百万円）

㈱三菱ＵＦＪフィナン
シャル・グループ

2,027,200 2,027,200 資金の安定調達等、長期安定的な銀行取引関
係の維持を目的として保有しております。

有
1,150 1,451

大東建託㈱
30,000 30,000 重要な販売先であり、事業上の取引関係の維

持及び強化を目的として保有しております。
無

457 537

凸版印刷㈱
199,400 398,800 重要な仕入先であり、事業上の取引関係の維

持及び強化を目的として保有しております。
有

336 351

大和ハウス工業㈱
85,005 85,005 重要な販売先であり、事業上の取引関係の維

持及び強化を目的として保有しております。
無

295 337

立川ブラインド工業㈱
210,000 210,000 重要な仕入先であり、事業上の取引関係の維

持及び強化を目的として保有しております。
有

243 322
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銘柄

当事業年度 前事業年度

保有目的、定量的な保有効果
及び株式数が増加した理由

（注）２

当社の株式の
保有の有無

株式数（株） 株式数（株）

貸借対照表
計上額

（百万円）

貸借対照表
計上額

（百万円）

双日㈱
598,789 598,789 重要な取引先であり、事業上の取引関係の維

持及び強化を目的として保有しております。
有

238 202

㈱トクヤマ
90,400 90,400 重要な仕入先であり、事業上の取引関係の維

持及び強化を目的として保有しております。
有

237 291

ダイダン㈱
70,500 70,500 事業上の取引関係の維持及び強化を目的とし

て保有しております。
有

177 163

㈱カネカ
41,400 207,000 重要な仕入先であり、事業上の取引関係の維

持及び強化を目的として保有しております。
有

177 214

月島機械㈱
100,000 100,000 事業上の取引関係の維持及び強化を目的とし

て保有しております。
有

139 150

㈱滋賀銀行
49,100 245,500 資金の安定調達等、長期安定的な銀行取引関

係の維持を目的として保有しております。
有

129 134

㈱コンコルディア・フィ
ナンシャルグループ

247,000 247,000 資金の安定調達等、長期安定的な銀行取引関
係の維持を目的として保有しております。

有
107 146

㈱ノザワ
134,500 134,500 事業上の取引関係の維持及び強化を目的とし

て保有しております。
有

99 180

㈱三菱ケミカルホール
ディングス

100,000 100,000 重要な仕入先であり、事業上の取引関係の維
持及び強化を目的として保有しております。

有
81 103

トーソー㈱
102,300 102,300 重要な取引先であり、事業上の取引関係の維

持及び強化を目的として保有しております。
有

56 67

㈱池田泉州ホールディン
グス

160,580 160,580 資金の安定調達等、長期安定的な銀行取引関
係の維持を目的として保有しております。

有
47 67

帝人㈱
22,000 22,000 事業上の取引関係の維持及び強化を目的とし

て保有しております。
有

41 44

京阪神ビルディング㈱
41,000 41,000 重要な販売先であり、事業上の取引関係の維

持及び強化を目的として保有しております。
無

39 35

日本ゼオン㈱
30,000 30,000 事業上の取引関係の維持及び強化を目的とし

て保有しております。
無

33 45

住友不動産㈱
5,000 － 重要な販売先であり、事業上の取引拡大に向

け良好な信頼関係の維持及び強化を目的とし
て取得しております。

無
22 －

㈱三井住友フィナンシャ
ルグループ

4,800 4,800 資金の安定調達等、長期安定的な銀行取引関
係の維持の目的のために保有しております。

有
18 21

ダイビル㈱
17,000 17,000 重要な販売先であり、事業上の取引関係の維

持及び強化を目的として保有しております。
無

17 21

㈱帝国ホテル
6,000 6,000 重要な販売先であり、事業上の取引関係の維

持及び強化を目的として保有しております。
無

12 12

日本ロジテム㈱
2,000 2,000 重要な取引先であり、物流業務上の協力関係

の維持及び強化を目的として保有しておりま
す。

有
6 6

新日本理化㈱
23,000 23,000 重要な仕入先であり、事業上の取引関係の維

持及び強化を目的として保有しております。
有

4 5

ＤＩＣ㈱
1,100 1,100 重要な仕入先であり、事業上の取引関係の維

持及び強化を目的として保有しております。
無

3 3

野村ホールディングス㈱
5,481 5,481 事業上の取引関係の維持及び強化を目的とし

て保有しております。
有

2 3

（注）１　「－」は、当該銘柄を保有していないことを示しております。

２　定量的な保有効果の記載は困難でありますが、2019年１月31日を基準日とし、取締役会において

その保有目的を含め、当該株式の保有に伴う有益性の有無、その他考慮すべき事情等を踏まえ、

保有の合理性を検証しております。
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みなし保有株式

銘柄

当事業年度 前事業年度

保有目的、定量的な保有効果
及び株式数が増加した理由

当社の株式の
保有の有無

株式数（株） 株式数（株）

貸借対照表
計上額

（百万円）

貸借対照表
計上額

（百万円）

㈱三菱ＵＦＪフィナン
シャル・グループ

620,000 620,000 退職給付信託による議決権の行使を指図する
権利

有
341 432

（注）１　貸借対照表計上額の上位銘柄を選定する段階で、特定投資株式とみなし保有株式を合算しており

ません。

２　みなし保有株式の保有目的には、当該株式につき当社が有する権限の内容を記載しております。

ｄ．保有目的が純投資目的である投資株式

該当事項はありません。

EDINET提出書類

東リ株式会社(E00995)

有価証券報告書

31/83



第５【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について
(1)　当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号）に基づいて作成しております。

 

(2)　当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　また、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しており

ます。

 

２　監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（2018年４月１日から2019年３月31日

まで）の連結財務諸表及び事業年度（2018年４月１日から2019年３月31日まで）の財務諸表について有限責任 あず

さ監査法人による監査を受けております。

 

３　連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて
　当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内

容を適切に把握し、会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備するため、公益財団法人財

務会計基準機構へ加入しております。

　また、当該財務会計基準機構の行う有価証券報告書作成セミナー等に参加しております。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(2018年３月31日)

当連結会計年度
(2019年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 9,253 7,825

受取手形及び売掛金 ※３ 28,054 ※３ 27,065

商品及び製品 7,629 8,414

仕掛品 1,312 1,187

原材料及び貯蔵品 1,538 1,660

その他 903 1,453

貸倒引当金 △65 △56

流動資産合計 48,626 47,550

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 ※４ 20,498 ※４ 20,926

減価償却累計額 △14,455 △14,806

建物及び構築物（純額） 6,043 6,119

機械装置及び運搬具 24,332 ※４ 25,151

減価償却累計額 △21,714 △22,273

機械装置及び運搬具（純額） 2,618 2,878

工具、器具及び備品 2,296 2,394

減価償却累計額 △1,969 △1,993

工具、器具及び備品（純額） 326 400

土地 9,088 9,556

建設仮勘定 621 1,048

その他 140 144

減価償却累計額 △65 △84

その他（純額） 74 60

有形固定資産合計 18,771 20,063

無形固定資産   

ソフトウエア 178 1,543

その他 1,315 107

無形固定資産合計 1,494 1,650

投資その他の資産   

投資有価証券 ※１ 6,121 ※１ 5,237

長期貸付金 60 48

繰延税金資産 678 912

退職給付に係る資産 426 382

その他 1,616 1,908

貸倒引当金 △93 △99

投資その他の資産合計 8,810 8,390

固定資産合計 29,076 30,104

資産合計 77,703 77,654
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  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(2018年３月31日)

当連結会計年度
(2019年３月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※３ 23,748 ※３ 23,098

短期借入金 1,020 2,070

未払法人税等 582 355

未払費用 1,671 1,704

賞与引当金 783 761

役員賞与引当金 10 －

環境対策引当金 － 7

資産除去債務 58 －

その他 ※３ 1,744 ※３ 2,562

流動負債合計 29,619 30,560

固定負債   

長期借入金 5,705 4,555

環境対策引当金 27 －

退職給付に係る負債 4,028 3,881

資産除去債務 53 54

長期預り保証金 2,057 2,101

その他 316 458

固定負債合計 12,188 11,051

負債合計 41,808 41,612

純資産の部   

株主資本   

資本金 6,855 6,855

資本剰余金 6,426 6,426

利益剰余金 21,247 21,975

自己株式 △1,122 △1,122

株主資本合計 33,406 34,135

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 2,330 1,748

為替換算調整勘定 1 △3

退職給付に係る調整累計額 △35 △46

その他の包括利益累計額合計 2,296 1,698

非支配株主持分 190 208

純資産合計 35,894 36,042

負債純資産合計 77,703 77,654
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　2017年４月１日
　至　2018年３月31日)

当連結会計年度
(自　2018年４月１日
　至　2019年３月31日)

売上高 91,291 90,355

売上原価 ※１ 65,315 ※１ 65,451

売上総利益 25,975 24,904

販売費及び一般管理費 ※２,※３ 22,453 ※２,※３ 22,912

営業利益 3,522 1,991

営業外収益   

受取利息 4 6

受取配当金 146 150

仕入割引 79 80

持分法による投資利益 3 8

不動産賃貸料 76 79

保険配当金 52 46

その他 67 95

営業外収益合計 430 467

営業外費用   

支払利息 82 75

売上割引 133 125

その他 55 14

営業外費用合計 271 215

経常利益 3,681 2,243

特別利益   

固定資産売却益 ※４ 7 －

投資有価証券売却益 2 －

国庫補助金 － ※５ 77

特別利益合計 10 77

特別損失   

固定資産除却損 ※６ 42 ※６ 89

固定資産圧縮損 － ※５ 77

固定資産売却損 ※７ 14 －

投資有価証券評価損 － 74

関係会社株式売却損 4 －

関係会社整理損 － ※８ 42

特別損失合計 60 283

税金等調整前当期純利益 3,630 2,037

法人税、住民税及び事業税 1,099 643

法人税等調整額 30 28

法人税等合計 1,130 671

当期純利益 2,500 1,365

非支配株主に帰属する当期純利益 21 20

親会社株主に帰属する当期純利益 2,479 1,345
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【連結包括利益計算書】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(自　2017年４月１日
　至　2018年３月31日)

当連結会計年度
(自　2018年４月１日
　至　2019年３月31日)

当期純利益 2,500 1,365

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 301 △583

為替換算調整勘定 1 △4

退職給付に係る調整額 152 △10

その他の包括利益合計 ※１ 455 ※１ △598

包括利益 2,956 766

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 2,935 747

非支配株主に係る包括利益 21 19
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　2017年４月１日　至　2018年３月31日）

    (単位：百万円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 6,855 6,423 19,377 △1,121 31,534

当期変動額      

剰余金の配当   △616  △616

親会社株主に帰属する
当期純利益   2,479  2,479

自己株式の取得    △0 △0

自己株式の処分     －

連結子会社株式の取得
による持分の増減  2   2

連結範囲の変動   7  7

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

     

当期変動額合計 － 2 1,869 △0 1,871

当期末残高 6,855 6,426 21,247 △1,122 33,406

 

       

 その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計
 

その他有価証券
評価差額金

為替換算調整勘定
退職給付に係る
調整累計額

その他の
包括利益累計額

合計

当期首残高 2,029 － △187 1,841 178 33,555

当期変動額       

剰余金の配当      △616

親会社株主に帰属する
当期純利益      2,479

自己株式の取得      △0

自己株式の処分      －

連結子会社株式の取得
による持分の増減      2

連結範囲の変動      7

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

301 1 152 454 12 466

当期変動額合計 301 1 152 454 12 2,338

当期末残高 2,330 1 △35 2,296 190 35,894
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当連結会計年度（自　2018年４月１日　至　2019年３月31日）

    (単位：百万円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 6,855 6,426 21,247 △1,122 33,406

当期変動額      

剰余金の配当   △616  △616

親会社株主に帰属する
当期純利益   1,345  1,345

自己株式の取得    △0 △0

自己株式の処分  0  0 0

連結子会社株式の取得
による持分の増減     －

連結範囲の変動     －

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

     

当期変動額合計 － 0 728 △0 728

当期末残高 6,855 6,426 21,975 △1,122 34,135

 

       

 その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計
 

その他有価証券
評価差額金

為替換算調整勘定
退職給付に係る
調整累計額

その他の
包括利益累計額

合計

当期首残高 2,330 1 △35 2,296 190 35,894

当期変動額       

剰余金の配当      △616

親会社株主に帰属する
当期純利益      1,345

自己株式の取得      △0

自己株式の処分      0

連結子会社株式の取得
による持分の増減      －

連結範囲の変動      －

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

△582 △4 △10 △598 18 △580

当期変動額合計 △582 △4 △10 △598 18 148

当期末残高 1,748 △3 △46 1,698 208 36,042
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　2017年４月１日
　至　2018年３月31日)

当連結会計年度
(自　2018年４月１日
　至　2019年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 3,630 2,037

減価償却費 1,431 1,634

長期前払費用償却額 501 489

国庫補助金 － △77

固定資産除却損 42 89

固定資産売却損益（△は益） 6 －

固定資産圧縮損 － 77

投資有価証券売却損益（△は益） △2 －

関係会社株式売却損益（△は益） 4 －

投資有価証券評価損益（△は益） － 74

関係会社整理損 － 42

貸倒引当金の増減額（△は減少） △195 △3

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △55 △147

持分法による投資損益（△は益） △3 △8

受取利息及び受取配当金 △151 △157

支払利息 82 75

為替差損益（△は益） 27 △20

売上債権の増減額（△は増加） △916 979

たな卸資産の増減額（△は増加） △971 △784

仕入債務の増減額（△は減少） 809 △639

その他 △231 △511

小計 4,008 3,149

利息及び配当金の受取額 151 157

利息の支払額 △83 △75

国庫補助金の受取額 － 77

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △1,408 △986

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,668 2,321

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △76 △77

定期預金の払戻による収入 60 76

有形固定資産の取得による支出 △1,913 △2,405

有形固定資産の売却による収入 24 －

無形固定資産の取得による支出 △898 △110

投資有価証券の取得による支出 △5 △24

投資有価証券の売却による収入 5 －

関係会社株式の売却による収入 7 －

貸付けによる支出 △24 △4

貸付金の回収による収入 27 15

その他 103 △45

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,690 △2,575
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  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　2017年４月１日
　至　2018年３月31日)

当連結会計年度
(自　2018年４月１日
　至　2019年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △30 －

長期借入れによる収入 1,300 800

長期借入金の返済による支出 △1,400 △900

リース債務の返済による支出 △27 △28

長期未払金の返済による支出 △449 △440

自己株式の取得による支出 △0 △0

配当金の支払額 △616 △616

非支配株主への配当金の支払額 △1 △1

連結の範囲の変更を伴わない

子会社株式の取得による支出
△5 －

その他 － 0

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,231 △1,187

現金及び現金同等物に係る換算差額 △23 14

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,277 △1,427

現金及び現金同等物の期首残高 10,353 9,176

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 100 －

現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 9,176 ※１ 7,749
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【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１　連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数　13社

主要な連結子会社名は「第１　企業の概況　４　関係会社の状況」に記載しているため、省略しております。

(2) 主要な非連結子会社の名称等

主要な非連結子会社

　日本リフォームシステム㈱

（連結の範囲から除いた理由）

非連結子会社（４社）は、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う

額）等からみて、いずれも小規模であり、全体としても連結財務諸表に与える影響が少ないため、連結の範囲

から除外しております。

２　持分法の適用に関する事項

(1) 持分法適用の関連会社数　1社

　　　会社名　㈱トルハート

(2) 持分法を適用していない非連結子会社（日本リフォームシステム㈱他）は、当期純損益（持分に見合う額）及

び利益剰余金（持分に見合う額）等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法

の適用範囲から除外しております。

３　連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち東璃（上海）貿易有限公司の決算日は、12月31日であります。

連結財務諸表の作成にあたっては、同決算日現在の財務諸表を使用しております。ただし、１月１日から連結決

算日３月31日までの期間に発生した重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

４　会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

　①　有価証券

その他有価証券

時価のあるもの……主として連結会計年度末日前１ヶ月の市場価格等の平均に基づく時価法

　　　　　　　　　（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの……移動平均法による原価法

　②　デリバティブ　　……時価法

　③　たな卸資産　　　……主として総平均法による原価法

（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

　①　有形固定資産（リース資産を除く）

……主として定率法

　ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した

建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。なお、主な耐用年数は、建物及び構築物

が７～65年、機械装置及び運搬具が４～12年であります。

　②　無形固定資産（リース資産を除く）

……定額法

　ただし、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法に

よっております。

　③　リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　……定額法（リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする方法）
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　④　長期前払費用

 　見本帳制作費

　　　１年内に費用化されるものは流動資産の「その他」、１年を超えて費用化されるものは投資その他の資

産の「その他」として計上し、次回改訂までの期間に応じ均等償却し、「販売費及び一般管理費」に含

めて表示しております。

　　見本帳制作費以外

　　　均等償却をしております。

(3) 重要な引当金の計上基準

　①　貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えて、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

　②　賞与引当金

　従業員賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

　③　役員賞与引当金

　役員賞与の支出に備えて、支給見込額に基づき計上しております。

　④　環境対策引当金

　環境対策を目的とした支出に備えるため、その合理的な見積額に基づき計上しております。

(4) 退職給付に係る会計処理の方法

　①　退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法について

は、給付算定式基準によっております。

　②　数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

　過去勤務費用は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主として10年）によ

る定額法により費用処理しております。

　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(主と

して10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

　③　未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の会計処理方法

　未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、純資産の部におけるそ

の他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。

　④　小規模企業等における簡便法の採用

　一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支

給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

(5) 重要な収益及び費用の計上基準

　完成工事高及び完成工事原価の計上基準

　当連結会計年度末までの進捗部分について、成果の確実性が認められる工事については工事進行基準（工事

の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用しております。

(6) 重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。なお、特例処理の要件を満たす金利スワップ取引については、特例処理

を採用しております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

（ヘッジ手段）金利スワップ、商品デリバティブ

（ヘッジ対象）借入金、原材料

③　ヘッジ方針

「デリバティブ取引に関する管理規程」に基づき、金利変動リスク及び原材料の価格変動リスクをヘッジし

ております。なお、トレーディング目的及び投機目的でのデリバティブ取引は行わない方針であります。

④　ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ対象の価格変動とヘッジ手段の相場変動の関連性は、回帰分析等の統計的手法により実施し、有効性

を評価しております。ただし、金利スワップ取引については、特例処理の要件を満たしているため、有効性

の判定を省略しております。
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(7) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

 手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか

負わない取引日から３ケ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

(8) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

 消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

（未適用の会計基準等）

・「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　平成30年３月30日　企業会計基準委員会）

・「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号　平成30年３月30日　企業会計

基準委員会）

 

(1）概要

国際会計基準審議会（IASB）及び米国財務会計基準審議会（FASB）は、共同して収益認識に関する包括

的な会計基準の開発を行い、2014年５月に「顧客との契約から生じる収益」（IASBにおいてはIFRS第15

号、FASBにおいてはTopic606）を公表しており、IFRS第15号は2018年１月１日以後開始する事業年度か

ら、Topic606は2017年12月15日より後に開始する事業年度から適用される状況を踏まえ、企業会計基準委

員会において、収益認識に関する包括的な会計基準が開発され、適用指針と合わせて公表されたもので

す。

企業会計基準委員会の収益認識に関する会計基準の開発にあたっての基本的な方針として、IFRS第15号

と整合性を図る便益の１つである財務諸表間の比較可能性の観点から、IFRS第15号の基本的な原則を取り

入れることを出発点とし、会計基準を定めることとされ、また、これまで我が国で行われてきた実務等に

配慮すべき項目がある場合には、比較可能性を損なわせない範囲で代替的な取扱いを追加することとされ

ております。

 

(2）適用予定日

2022年３月期の期首から適用します。

 

(3）当該会計基準等の適用による影響

「収益認識に関する会計基準」等の適用による連結財務諸表に与える影響額については、現時点で評価

中であります。
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（表示方法の変更）

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用に伴う変更）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）を当連結会計年度の期

首から適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示する方法に

変更しております。

この結果、前連結会計年度の連結貸借対照表において、流動資産の「繰延税金資産」が418百万円減少し、投資そ

の他の資産の「繰延税金資産」が406百万円増加しております。また、固定負債の「その他」に含めて表示しており

ました「繰延税金負債」が11百万円減少しております。

なお、同一納税主体の繰延税金資産と繰延税金負債を相殺して表示しており、変更前と比べて前連結会計年度の総

資産が11百万円減少しております。

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度において、区分掲記しておりました無形固定資産の「ソフトウエア仮勘定」は、金額的重要性が乏

しくなったため、当連結会計年度より無形固定資産の「その他」に含めて表示しております。

この結果、前連結会計年度の連結貸借対照表において、無形固定資産の「ソフトウエア仮勘定」に表示しておりま

した1,266百万円を無形固定資産の「その他」として組み替えております。

（連結貸借対照表関係）

※１　非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（2018年３月31日）
当連結会計年度

（2019年３月31日）

投資有価証券（株式） 314百万円 321百万円

 

　２　債権流動化に伴う偶発債務

前連結会計年度
（2018年３月31日）

当連結会計年度
（2019年３月31日）

200百万円 167百万円

 

※３　期末日満期手形

　期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、当連結会計年度

の末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が期末残高に含まれております。

 
前連結会計年度

（2018年３月31日）

当連結会計年度

（2019年３月31日）

受取手形 965百万円 852百万円

支払手形 546 532

設備関係支払手形 1 8

（流動負債「その他」）   

 

※４　国庫補助金による固定資産圧縮記帳額

 
前連結会計年度

（2018年３月31日）
当連結会計年度

（2019年３月31日）

建物及び構築物 1百万円 1百万円

機械装置及び運搬具 － 75
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（連結損益計算書関係）

※１　期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含まれており

ます。なお、次の金額は戻入額と相殺した後のものであります。

前連結会計年度
（自　2017年４月１日

　　至　2018年３月31日）

当連結会計年度
（自　2018年４月１日

　　至　2019年３月31日）

△13百万円 113百万円

 

※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　2017年４月１日
　　至　2018年３月31日）

当連結会計年度
（自　2018年４月１日

　　至　2019年３月31日）

運賃及び荷造費 5,425百万円 5,583百万円

貸倒引当金繰入額 △116 1

給与及び賞与 6,398 6,533

賞与引当金繰入額 584 569

役員賞与引当金繰入額 10 －

退職給付費用 539 450

 

※３　一般管理費に含まれる研究開発費の総額は、次のとおりであります。

前連結会計年度
（自　2017年４月１日

　　至　2018年３月31日）

当連結会計年度
（自　2018年４月１日

　　至　2019年３月31日）

708百万円 599百万円

 

※４　固定資産売却益

前連結会計年度（自　2017年４月１日　至　2018年３月31日）

機械装置及び運搬具の売却益７百万円であります。

 

当連結会計年度（自　2018年４月１日　至　2019年３月31日）

該当事項はありません。

 

※５　国庫補助金及び固定資産圧縮損

前連結会計年度（自　2017年４月１日　至　2018年３月31日）

該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　2018年４月１日　至　2019年３月31日）

補助金等の受入額は「国庫補助金」として特別利益に計上するとともに、当該補助金に係る固定資産の圧縮記帳

額は「固定資産圧縮損」として特別損失に計上しております。
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※６　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　2017年４月１日
至　2018年３月31日）

当連結会計年度
（自　2018年４月１日
至　2019年３月31日）

建物及び構築物 8百万円 7百万円

機械装置及び運搬具 16 3

撤去費用 16 76

その他 0 1

計 42 89

 

※７　固定資産売却損

前連結会計年度（自　2017年４月１日　至　2018年３月31日）

社有マンション（土地、建物及び構築物他）の売却によるものであります。

 

当連結会計年度（自　2018年４月１日　至　2019年３月31日）

該当事項はありません。

 

※８　関係会社整理損

前連結会計年度（自　2017年４月１日　至　2018年３月31日）

該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　2018年４月１日　至　2019年３月31日）

清算手続き中の連結子会社であるダイヤ・カーペット株式会社の解散に伴い発生した損失であります。

 

（連結包括利益計算書関係）

※１ その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 
前連結会計年度

（自　2017年４月１日
至　2018年３月31日）

当連結会計年度
（自　2018年４月１日
至　2019年３月31日）

その他有価証券評価差額金：   

当期発生額 437百万円 △910百万円

組替調整額 △2 69

税効果調整前 435 △841

税効果額 △133 257

その他有価証券評価差額金 301 △583

為替換算調整勘定：   

当期発生額 1 △4

退職給付に係る調整額：   

当期発生額 43 △95

組替調整額 176 79

税効果調整前 219 △15

税効果額 △67 4

退職給付に係る調整額 152 △10

その他の包括利益合計 455 △598
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　2017年４月１日　至　2018年３月31日）

１　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
当連結会計年度期首

株式数（株）
増加株式数（株） 減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 66,829,249 － － 66,829,249

合計 66,829,249 － － 66,829,249

自己株式     

普通株式（注） 5,138,586 1,730 － 5,140,316

合計 5,138,586 1,730 － 5,140,316

（注）　　普通株式の自己株式の増加1,730株は、単元未満株式の買取りによるものであります。

 

２　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2017年６月21日

定時株主総会
普通株式 493 8.00 2017年３月31日 2017年６月22日

2017年11月１日

取締役会
普通株式 123 2.00 2017年９月30日 2017年11月29日

 

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の
総額

（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2018年６月20日

定時株主総会
普通株式 利益剰余金 493 8.00 2018年３月31日 2018年６月21日
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当連結会計年度（自　2018年４月１日　至　2019年３月31日）

１　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
当連結会計年度期首

株式数（株）
増加株式数（株） 減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 66,829,249 － － 66,829,249

合計 66,829,249 － － 66,829,249

自己株式     

普通株式

（注）１，２
5,140,316 442 20 5,140,738

合計 5,140,316 442 20 5,140,738

（注）１. 普通株式の自己株式の増加442株は、単元未満株式の買取りによるものであります。

２. 普通株式の自己株式の減少20株は、単元未満株式の売渡によるものであります。

 

２　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2018年６月20日

定時株主総会
普通株式 493 8.00 2018年３月31日 2018年６月21日

2018年11月２日

取締役会
普通株式 123 2.00 2018年９月30日 2018年11月28日

 

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の
総額

（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2019年６月19日

定時株主総会
普通株式 利益剰余金 493 8.00 2019年３月31日 2019年６月20日

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
 
 

前連結会計年度
（自 2017年４月１日
至 2018年３月31日）

当連結会計年度
（自 2018年４月１日
至 2019年３月31日）

現金及び預金勘定 9,253百万円 7,825百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △77 △76 

現金及び現金同等物 9,176 7,749 
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（リース取引関係）

（借主側）

１．ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引

金額的な重要性が乏しいため記載を省略しております。

 

２．オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（2018年３月31日）
当連結会計年度

（2019年３月31日）

１年内 9 9

１年超 9 －

合計 19 9
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（金融商品関係）

１　金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については安全性の高い金融資産で運用しております。資金調達については主とし

て銀行借入による方針であります。デリバティブ取引は後述するリスクを回避するために利用し、投機的な取引

は行わない方針であります。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。投資有価証券である株式等

は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。

営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。

借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金は主に長期的な運転資金に係る

資金調達であります。このうち一部の借入金は、金利変動リスクに晒されておりますが、デリバティブ取引（金

利スワップ取引）をヘッジ手段として利用しております。

デリバティブ取引について、借入金に係る金利変動リスクを回避するために金利スワップ取引、原材料の価格

変動リスクをヘッジするために商品デリバティブ取引を行っております。なお、ヘッジ会計に対するヘッジ手段

とヘッジ対象、ヘッジの有効性の評価方法等については、前述の連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項「４　会計方針に関する事項　(6) 重要なヘッジ会計の方法」をご参照ください。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社グループは、各社の販売管理規程等に従い、営業債権について、取引先ごとの期日管理及び残高管理を

行うとともに、主な取引先の信用状況を定期的に把握する体制としております。

デリバティブ取引については、信用リスクを軽減するために、契約先は信用度の高い金融機関等としており

ます。

②　市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

投資有価証券については、定期的に把握した時価を取締役会に報告しております。

一部の借入金については、支払金利の変動リスクを抑制するために、デリバティブ取引（金利スワップ取

引）をヘッジ手段として利用しております。

デリバティブ取引については、当社グループでは、「デリバティブ取引に関する管理規程」に基づき、金利

スワップ取引は提出会社及び各連結子会社の財務部門が、商品デリバティブ取引は提出会社の購買部が契約締

結業務を担当しております。また、担当部門はデリバティブ契約状況及び運用状態について提出会社の経理財

務部に報告し、経理財務部は内容を照合・確認の上、適時経営会議に報告することでリスク管理を行っており

ます。

③　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理

当社グループは、各社が定期的に資金繰計画を作成するなどの方法により、リスクを管理しております。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含ま

れております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することに

より、当該価額が変動することがあります。また、「デリバティブ取引関係」注記におけるデリバティブ取引に

関する契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。
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２　金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握すること

が極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２参照）。

前連結会計年度（2018年３月31日）

 
連結貸借対照表

計上額
(百万円)

時価
(百万円)

差額
(百万円)

(1）現金及び預金 9,253 9,253 －

(2）受取手形及び売掛金 28,054 28,054 －

(3）投資有価証券    

　   その他有価証券 5,601 5,601 －

　　　資産計 42,909 42,909 －

(1）支払手形及び買掛金 23,748 23,748 －

(2）短期借入金 (*1) 120 120 －

(3）設備関係支払手形 (*2) 317 317 －

(4) 長期借入金 (*1) 6,605 6,617 △12

　　　負債計 30,791 30,803 △12

 デリバティブ取引 － － －

 
(*1) 連結貸借対照表上において短期借入金に含めて表示している１年内返済予定の長期借入金（連結貸借対照表

計上額900百万円）については、上記の表では長期借入金に含めて記載しております。

(*2) 設備関係支払手形は、流動負債の「その他」に含めて表示しております。

 

当連結会計年度（2019年３月31日）

 
連結貸借対照表

計上額
(百万円)

時価
(百万円)

差額
(百万円)

(1）現金及び預金 7,825 7,825 －

(2）受取手形及び売掛金 27,065 27,065 －

(3）投資有価証券    

　   その他有価証券 4,715 4,715 －

　　　資産計 39,606 39,606 －

(1）支払手形及び買掛金 23,098 23,098 －

(2）短期借入金 (*1) 120 120 －

(3）設備関係支払手形 (*2) 646 646 －

(4) 長期借入金 (*1) 6,505 6,527 △22

　　　負債計 37,370 30,392 △22

 デリバティブ取引 － － －

 
(*1) 連結貸借対照表上において短期借入金に含めて表示している１年内返済予定の長期借入金（連結貸借対照表

計上額1,950百万円）については、上記の表では長期借入金に含めて記載しております。

(*2) 設備関係支払手形は、流動負債の「その他」に含めて表示しております。
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（注）１　金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資　産

(1) 現金及び預金、並びに(2) 受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって

おります。

(3) 投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

また、有価証券に関する注記事項については、「有価証券関係」注記をご参照ください。

負　債

(1）支払手形及び買掛金、(2）短期借入金、並びに(3）設備関係支払手形

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって

おります。

(4）長期借入金

長期借入金の時価については、元利金の合計額を新規に同様の借入を行った場合に想定される利率

で割り引いて算定する方法によっております。変動金利による長期借入金は金利スワップの特例処理

の対象とされており、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、新規に同様の借

入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。

デリバティブ取引

デリバティブ取引に関する注記事項については、「デリバティブ取引関係」注記をご参照ください。

２　時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：百万円）

区分
前連結会計年度

（2018年３月31日）
当連結会計年度

（2019年３月31日）

非上場株式 205 200

関係会社株式 314 321

 
これらについては、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ることなどができず、時価

を把握することが極めて困難と認められるため、「(3) 投資有価証券」には含めておりません。
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３　金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額
 

前連結会計年度（2018年３月31日）

 
１年以内

 (百万円）

１年超
５年以内
 (百万円）

５年超
10年以内
 (百万円）

10年超
 (百万円）

現金及び預金 9,253 － － －

受取手形及び売掛金 28,054 － － －

投資有価証券

その他有価証券のうち

満期があるもの

(1) 債券

(2) その他

 

 

 

－

－

 

 

 

－

－

 

 

 

－

－

 

 

 

－

－

合計 37,308 － － －

 

当連結会計年度（2019年３月31日）

 
１年以内

 (百万円）

１年超
５年以内
 (百万円）

５年超
10年以内
 (百万円）

10年超
 (百万円）

現金及び預金 7,825 － － －

受取手形及び売掛金 27,065 － － －

投資有価証券

その他有価証券のうち

満期があるもの

(1) 債券

(2) その他

 

 

 

－

－

 

 

 

－

－

 

 

 

－

－

 

 

 

－

－

合計 34,890 － － －

 

４　短期借入金及び長期借入金の連結決算日後の返済予定額

前連結会計年度（2018年３月31日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
２年以内

（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

短期借入金 120 － － － － －

長期借入金 900 1,950 1,550 1,405 800 －

合計 1,020 1,950 1,550 1,405 800 －

 

当連結会計年度（2019年３月31日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
２年以内

（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

短期借入金 120 － － － － －

長期借入金 1,950 1,550 1,505 800 700 －

合計 2,070 1,550 1,505 800 700 －

 

EDINET提出書類

東リ株式会社(E00995)

有価証券報告書

53/83



（有価証券関係）

１　その他有価証券

前連結会計年度（2018年３月31日）

区分
連結貸借対照表計上額

（百万円）
取得原価
（百万円）

差額
（百万円）

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

   

(1）株式 5,534 2,116 3,417

(2）債券 － － －

(3）その他 － － －

小計 5,534 2,116 3,417

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

   

(1）株式 67 116 △49

(2）債券 － － －

(3）その他 － － －

小計 67 116 △49

合計 5,601 2,233 3,368

　（注） 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。

非上場株式（連結貸借対照表計上額205百万円）については、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フロー

を見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難であると認められることから、上表の「その

他有価証券」には含めておりません。

 

当連結会計年度（2019年３月31日）

区分
連結貸借対照表計上額

（百万円）
取得原価
（百万円）

差額
（百万円）

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

   

(1）株式 4,506 1,950 2,555

(2）債券 － － －

(3）その他 － － －

小計 4,506 1,950 2,555

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

   

(1）株式 209 237 △28

(2）債券 － － －

(3）その他 － － －

小計 209 237 △28

合計 4,715 2,188 2,527

　（注） 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。

非上場株式（連結貸借対照表計上額200百万円）については、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フロー

を見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難であると認められることから、上表の「その

他有価証券」には含めておりません。
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２　売却したその他有価証券

前連結会計年度（自　2017年４月１日　至　2018年３月31日）

区分 売却額（百万円）
売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

(1）株式 5 2 －

(2）債券 － － －

(3）その他 － － －

合計 5 2 －

 

当連結会計年度（自　2018年４月１日　至　2019年３月31日）

該当事項はありません。

 

 

３　減損処理を行った有価証券

前連結会計年度（自　2017年４月１日　至　2018年３月31日）

該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　2018年４月１日　至　2019年３月31日）

その他有価証券で時価のある株式について69百万円、また非上場株式について５百万円減損処理を行っておりま

す。

なお、減損にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には、合理的な反証がない

限り全て減損処理を行い、30％以上50％未満下落した場合には、個別銘柄毎に、取得時点・期末日・期末日後にお

ける市場価格の推移と市場環境の動向、発行会社の業績等の推移、その他時価下落の内的・外的要因等を検討し、

総合的に判断しております。

 

（デリバティブ取引関係）

１　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

金利関連

前連結会計年度（2018年３月31日）

ヘッジ会計の
方法

取引の種類
主なヘッジ

対象
契約額等
（百万円）

契約額等の
うち１年超
（百万円）

時価
(百万円)

金利スワップの
特例処理

金利スワップ取引
変動受取・固定支払

長期借入金 1,200 500 （注）

（注） 金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されてい

るため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

 

当連結会計年度（2019年３月31日）

ヘッジ会計の
方法

取引の種類
主なヘッジ

対象
契約額等
（百万円）

契約額等の
うち１年超
（百万円）

時価
(百万円)

金利スワップの
特例処理

金利スワップ取引
変動受取・固定支払

長期借入金 500 300 （注）

（注） 金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されてい

るため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社及び一部の連結子会社は、従業員の退職給付に充てるため、積立型、非積立型の確定給付制度及び確定拠出制

度を採用しております。

確定給付企業年金制度（すべて積立型の制度であります。）では、給与及び勤続年数等に基づいた一時金又は年金

を支給しております。なお、当社は、確定給付企業年金制度において退職給付信託を設定しております。

退職一時金制度では、退職給付として、主に勤続年数及び職能資格毎に予め定められたポイントを毎年加入者に付

与し、退職時に累積されたポイントに単価を乗じて給付額を算定しております。

なお、一部の連結子会社が有する確定給付企業年金制度及び退職一時金制度は、簡便法により退職給付に係る負債

及び退職給付費用を計算しております。

　その他、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合があります。

 

２．確定給付制度

(1）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表（(3）に掲げられた簡便法を適用した制度を除く）

 
前連結会計年度

（自　2017年４月１日
至　2018年３月31日）

当連結会計年度
（自　2018年４月１日
至　2019年３月31日）

退職給付債務の期首残高 7,432百万円 7,286百万円
勤務費用 415 410
利息費用 44 43
数理計算上の差異の発生額 △70 14
退職給付の支払額 △535 △559

退職給付債務の期末残高 7,286 7,195

 

(2）年金資産の期首残高と期末残高の調整表（(3）に掲げられた簡便法を適用した制度を除く）

 
前連結会計年度

（自　2017年４月１日
至　2018年３月31日）

当連結会計年度
（自　2018年４月１日
至　2019年３月31日）

年金資産の期首残高 4,030百万円 4,040百万円
期待運用収益 70 70
数理計算上の差異の発生額 △27 △80
事業主からの拠出額 242 228
退職給付の支払額 △274 △266

年金資産の期末残高 4,040 3,992

 

(3）簡便法を適用した制度の、退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表

 
前連結会計年度

（自　2017年４月１日
至　2018年３月31日）

当連結会計年度
（自　2018年４月１日
至　2019年３月31日）

退職給付に係る負債の期首残高 340百万円 357百万円
退職給付費用 74 79
退職給付の支払額 △54 △135
制度への拠出額 △4 △4

退職給付に係る負債の期末残高 357 296

 

(4）退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に係る資

産の調整表

 
前連結会計年度

（2018年３月31日）
当連結会計年度

（2019年３月31日）

積立型制度の退職給付債務 3,922百万円 3,905百万円

年金資産 △4,137 △4,093

 △215 △188
非積立型制度の退職給付債務 3,818 3,687

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 3,602 3,498

退職給付に係る負債 4,028 3,881

退職給付に係る資産 △426 △382

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 3,602 3,498

（注）簡便法を適用した制度を含んでおります。
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(5）退職給付費用及びその内訳項目の金額

 
前連結会計年度

（自　2017年４月１日
至　2018年３月31日）

当連結会計年度
（自　2018年４月１日
至　2019年３月31日）

勤務費用 415百万円 410百万円
利息費用 44 43
期待運用収益 △70 △70
数理計算上の差異の費用処理額 220 123
過去勤務費用の費用処理額 △44 △44
簡便法で計算した退職給付費用 74 79

確定給付制度に係る退職給付費用 639 543

 

(6）退職給付に係る調整額

　退職給付に係る調整額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　2017年４月１日
至　2018年３月31日）

当連結会計年度
（自　2018年４月１日
至　2019年３月31日）

過去勤務費用 △44百万円 △44百万円
数理計算上の差異 263 28

合　計 219 △15

 

(7）退職給付に係る調整累計額

　退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（2018年３月31日）
当連結会計年度

（2019年３月31日）

未認識過去勤務費用 △132百万円 △88百万円
未認識数理計算上の差異 183 155

合　計 51 66

 

(8）年金資産に関する事項

①　年金資産の主な内訳

　年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（2018年３月31日）
当連結会計年度

（2019年３月31日）

債券 29％ 31％
株式 23 20
一般勘定 24 25
その他 (注)１ 24 24

合　計 100 100
　(注) １　オルタナティブ、現金及び預金であります。

　　　 ２　年金資産合計には、企業年金制度に対して設定した退職給付信託が前連結会計年度13％、当連結会

計年度11％含まれております。

②　長期期待運用収益率の設定方法

　年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産を構成する
多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。

 

(9）数理計算上の計算基礎に関する事項

主要な数理計算上の計算基礎

 
前連結会計年度

（2018年３月31日）
当連結会計年度

（2019年３月31日）

割引率 0.6％ 0.6％
長期期待運用収益率 0.0％～2.0％ 0.0％～2.0％
予想昇給率 3.2％～8.2％ 3.2％～8.2％

 

３．確定拠出制度

　当社及び連結子会社の確定拠出制度への要拠出額は、前連結会計年度74百万円、当連結会計年度73百万円でありま

す。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度

（2018年３月31日）
 
 

当連結会計年度
（2019年３月31日）

繰延税金資産    

退職給付に係る負債 1,378百万円 1,334百万円

未払事業税 53  35

貸倒引当金 44  41

賞与引当金 244  237

たな卸資産減耗損等 41  55

投資有価証券評価損 75  74

その他 196  218

繰延税金資産小計 2,033  1,996

評価性引当額 △176  △176

繰延税金資産合計 1,857  1,820

繰延税金負債    

退職給付に係る資産 △131  △118

その他有価証券評価差額金 △1,029  △771

その他 △17  △17

繰延税金負債合計 △1,178  △907

繰延税金資産の純額 678  912

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となっ

た主要な項目別の内訳

 
前連結会計年度

（2018年３月31日）

 

 

当連結会計年度

（2019年３月31日）

法定実効税率 　法定実効税率と税効

果会計適用後の法人税

等の負担率との間の差

異が法定実効税率の

100分の5以下であるた

め、注記を省略してお

ります。

 30.6％

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目  1.7

受取配当金等永久に益金に算入されない項目  △2.5

住民税均等割  3.0

評価制引当額  0.0

税額控除  △2.0

連結調整による影響額  1.9

その他  0.3

税効果会計適用後の法人税等の負担率  33.0
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（資産除去債務関係）

資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

(1) 当該資産除去債務の概要

　当社及び一部の連結子会社が所有している倉庫等に含まれるアスベスト除去工事費用等であります。

(2) 当該資産除去債務の金額の算定方法

　主として、使用見込期間を15年と見積り、割引率は1.744％を使用して資産除去債務の金額を計算しており

ます。

(3) 当該資産除去債務の総額の増減

 
前連結会計年度

（自　2017年４月１日
至　2018年３月31日）

当連結会計年度
（自　2018年４月１日
至　2019年３月31日）

期首残高 110百万円 112百万円

時の経過による調整額 1 0

資産除去債務の履行による減少 － △58

期末残高 112 54

 

EDINET提出書類

東リ株式会社(E00995)

有価証券報告書

59/83



（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

　　　当社の報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役

会が、経営資源の配分の決定及び経営成績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているもので

あります。

当社グループは、内装材を中心としたインテリア製品の製造・仕入から販売及び工事を行っており、「プ

ロダクト事業」と「インテリア卸及び工事事業」の２つを報告セグメントとしております。

「プロダクト事業」については、当社のほか、当社事業本部の統括の下に関係会社が塩ビ床材やカーペッ

ト等のインテリア製品の製造と、それに関連する内装材のメンテナンス及び製商品の在庫管理・配送等の

サービス業務を行っております。

「インテリア卸及び工事事業」については、販売事業を営む関係会社がインテリア関連商材の仕入販売及

び内装工事等を行っております。

２. 報告セグメントごとの売上高、利益、資産その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項」における記載と同一であります。

報告セグメントの利益は、経常利益ベースの数値であります。

セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。

３．報告セグメントごとの売上高、利益、資産その他の項目の金額に関する情報

　前連結会計年度（自 2017年４月１日 至 2018年３月31日）

    （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額

(注)１

連結財務諸表

計上額

(注)２
 

プロダクト

事業

インテリア卸

及び工事事業
計

売上高      

外部顧客への売上高 32,167 59,123 91,291 － 91,291

セグメント間の内部売上高

又は振替高
22,914 376 23,291 △23,291 －

計 55,082 59,500 114,583 △23,291 91,291

セグメント利益 2,869 968 3,838 △157 3,681

セグメント資産 66,671 28,094 94,766 △17,062 77,703

その他の項目      

減価償却費 1,379 52 1,431 － 1,431

受取利息 3 16 19 △15 4

支払利息 96 1 97 △15 82

持分法投資利益 3 － 3 － 3

持分法適用会社への

投資額
235 － 235 － 235

有形固定資産及び

無形固定資産の増加額
2,611 73 2,685 － 2,685

 (注)１　セグメント利益の調整額△157百万円、セグメント資産の調整額△17,062百万円は、セグメント間取

引消去によるものであります。

　　 ２　セグメント利益は、連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。
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　当連結会計年度（自 2018年４月１日 至 2019年３月31日）

    （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額

(注)１

連結財務諸表

計上額

(注)２
 

プロダクト

事業

インテリア卸

及び工事事業
計

売上高      

外部顧客への売上高 31,431 58,924 90,355 － 90,355

セグメント間の内部売上高

又は振替高
22,641 346 22,987 △22,987 －

計 54,073 59,270 113,343 △22,987 90,355

セグメント利益 1,430 942 2,373 △129 2,243

セグメント資産 65,715 27,185 92,901 △15,246 77,654

その他の項目      

減価償却費 1,579 54 1,634 － 1,634

受取利息 5 16 21 △14 6

支払利息 89 0 90 △14 75

持分法投資利益 8 － 8 － 8

持分法適用会社への

投資額
242 － 242 － 242

有形固定資産及び

無形固定資産の増加額
2,143 974 3,117 △22 3,094

 (注)１　セグメント利益の調整額△129百万円、セグメント資産の調整額△15,246百万円は、セグメント間取

引消去によるものであります。

　　 ２　セグメント利益は、連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。
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【関連情報】

前連結会計年度（自　2017年４月１日　至　2018年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

（単位：百万円）

 インテリア商品 その他 合計

外部顧客への売上高 75,432 15,859 91,291

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

(2）有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、

記載を省略しております。

３．主要な顧客ごとの情報

　外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載はあり

ません。

 

当連結会計年度（自　2018年４月１日　至　2019年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

（単位：百万円）

 インテリア商品 その他 合計

外部顧客への売上高 74,270 16,085 90,355

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

(2）有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、

記載を省略しております。

３．主要な顧客ごとの情報

　外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載はあり

ません。
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自 2017年４月１日 至 2018年３月31日）

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自 2018年４月１日 至 2019年３月31日）

　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自 2017年４月１日 至 2018年３月31日）

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自 2018年４月１日 至 2019年３月31日）

　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度（自 2017年４月１日 至 2018年３月31日）

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自 2018年４月１日 至 2019年３月31日）

　該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

前連結会計年度（自　2017年４月１日　至　2018年３月31日）

金額的な重要性が乏しいため記載を省略しております。

 

当連結会計年度（自　2018年４月１日　至　2019年３月31日）

金額的な重要性が乏しいため記載を省略しております。

 

（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自　2017年４月１日
至　2018年３月31日）

当連結会計年度
（自　2018年４月１日
至　2019年３月31日）

 

１株当たり純資産額   578.76 円

１株当たり当期純利益   40.20 円
 

 

１株当たり純資産額   580.88 円

１株当たり当期純利益   21.81 円
 

　（注）１　潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　2017年４月１日
至　2018年３月31日）

当連結会計年度
（自　2018年４月１日
至　2019年３月31日）

１株当たり当期純利益   

親会社株主に帰属する当期純利益

（百万円）

2,479 1,345

普通株主に帰属しない金額　（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

当期純利益　（百万円）

2,479 1,345

普通株式の期中平均株式数　（千株） 61,689 61,688

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 120 120 0.49 －

１年以内に返済予定の長期借入金 900 1,950 1.05 －

１年以内に返済予定のリース債務 28 25 － －

長期借入金
（１年以内に返済予定のものを除
く）

5,705 4,555 0.65
2020年６月～
2023年６月

リース債務
（１年以内に返済予定のものを除
く）

57 40 －
2020年４月～
2025年10月

その他有利子負債     

見本帳リース未払金 366 355 － －

見本帳リース長期未払金 199 352 －
2020年４月～
2022年９月

預り営業保証金 2,026 2,077 0.94 －

合計 9,402 9,476 － －

（注）１　平均利率については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２　リース債務、見本帳リース未払金、見本帳リース長期未払金の平均利率については、リース料総額に含まれる

利息相当額を控除する前の金額でリース債務を連結貸借対照表に計上しているため、記載しておりません。

３　リース債務のうち１年以内に返済予定のリース債務は、連結貸借対照表の流動負債の「その他」、返済予定が

１年を超えるリース債務は、固定負債の「その他」に含まれております。

４　その他有利子負債の見本帳リース未払金は、連結貸借対照表の流動負債の「その他」、見本帳リース長期未払

金は、固定負債の「その他」、預り営業保証金は、「長期預り保証金」に含まれております。

５　長期借入金、リース債務及びその他有利子負債（１年以内に返済予定のものを除く）の連結決算日後５年以内

における１年毎の返済予定額は以下のとおりです。なお、預り営業保証金は、返済期限が設定されていないた

め、連結決算日後５年間の返済予定額を記載していません。

 
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

長期借入金 1,550 1,505 800 700

リース債務 14 10 7 4

その他有利子負債     

見本帳リース
長期未払金

220 120 11 －

 

【資産除去債務明細表】

当連結会計年度期首及び当連結会計年度末における資産除去債務の金額が、当連結会計年度期首及び当連結会

計年度末における負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、連結財務諸表規則第92条の２の規定に

より記載を省略しております。
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（２）【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高（百万円） 20,276 41,734 65,080 90,355

税金等調整前四半期（当期）

純利益（百万円）
60 393 861 2,037

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益（百万円）
19 223 510 1,345

１株当たり四半期（当期）

純利益（円）
0.32 3.62 8.27 21.81

 

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益（円） 0.32 3.30 4.65 13.54
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(2018年３月31日)
当事業年度

(2019年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 7,452 5,436

受取手形 ※１,※４ 7,531 ※１,※４ 7,388

売掛金 ※１ 13,590 ※１ 13,200

商品及び製品 7,455 8,228

仕掛品 242 263

原材料及び貯蔵品 927 980

前払費用 343 366

その他 ※１ 2,981 ※１ 3,452

貸倒引当金 △24 △23

流動資産合計 40,501 39,292

固定資産   

有形固定資産   

建物 ※５ 4,730 ※５ 4,812

構築物 444 451

機械及び装置 1,107 ※５ 1,356

車両運搬具 19 20

工具、器具及び備品 265 353

土地 6,697 6,697

建設仮勘定 527 460

その他 30 21

有形固定資産合計 13,822 14,173

無形固定資産   

ソフトウエア 166 1,530

その他 1,277 84

無形固定資産合計 1,443 1,614

投資その他の資産   

投資有価証券 5,122 4,372

関係会社株式 1,146 1,146

関係会社出資金 40 40

長期貸付金 ※１ 1,230 ※１ 1,110

長期前払費用 127 424

繰延税金資産 309 468

その他 ※１ 1,254 ※１ 1,234

貸倒引当金 △7 △8

投資その他の資産合計 9,224 8,789

固定資産合計 24,490 24,577

資産合計 64,992 63,869
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  (単位：百万円)

 
前事業年度

(2018年３月31日)
当事業年度

(2019年３月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形 ※４ 3,742 ※４ 4,129

買掛金 ※１ 10,886 ※１ 10,743

短期借入金 120 120

1年内返済予定の長期借入金 900 1,950

賞与引当金 434 402

役員賞与引当金 10 －

環境対策引当金 － 7

未払金 ※１ 888 ※１ 1,316

未払法人税等 327 71

未払費用 ※１ 1,362 ※１ 1,408

預り金 ※１ 7,969 ※１ 6,664

資産除去債務 58 －

その他 16 18

流動負債合計 26,718 26,832

固定負債   

長期借入金 5,705 4,555

退職給付引当金 3,060 2,977

環境対策引当金 27 －

その他 ※１ 2,072 ※１ 2,334

固定負債合計 10,865 9,866

負債合計 37,584 36,699

純資産の部   

株主資本   

資本金 6,855 6,855

資本剰余金   

資本準備金 1,789 1,789

その他資本剰余金 4,633 4,633

資本剰余金合計 6,423 6,423

利益剰余金   

その他利益剰余金   

別途積立金 5,000 5,000

繰越利益剰余金 8,209 8,454

利益剰余金合計 13,209 13,454

自己株式 △1,122 △1,122

株主資本合計 25,365 25,610

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 2,042 1,559

評価・換算差額等合計 2,042 1,559

純資産合計 27,407 27,170

負債純資産合計 64,992 63,869
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②【損益計算書】

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(自　2017年４月１日
　至　2018年３月31日)

当事業年度
(自　2018年４月１日
　至　2019年３月31日)

売上高 ※１ 54,902 ※１ 53,911

売上原価 ※１ 36,727 ※１ 36,814

売上総利益 18,174 17,096

販売費及び一般管理費 ※１,※２ 15,691 ※１,※２ 16,134

営業利益 2,483 962

営業外収益   

受取利息及び配当金 ※１ 398 ※１ 310

その他 ※１ 377 ※１ 409

営業外収益合計 775 720

営業外費用   

支払利息 ※１ 97 ※１ 90

その他 ※１ 275 ※１ 220

営業外費用合計 372 310

経常利益 2,886 1,372

特別利益   

国庫補助金 － 77

特別利益合計 － 77

特別損失   

固定資産除却損 37 82

固定資産圧縮損 － 77

固定資産売却損 14 －

投資有価証券評価損 － 74

関係会社整理損 － 15

特別損失合計 52 250

税引前当期純利益 2,834 1,199

法人税、住民税及び事業税 774 283

法人税等調整額 △2 53

法人税等合計 771 337

当期純利益 2,062 862
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　2017年４月１日　至　2018年３月31日）

        (単位：百万円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

 
資本準備金

その他
資本剰余金

資本剰余金
合計

その他利益剰余金
利益剰余金

合計
 別途積立金

繰越利益
剰余金

当期首残高 6,855 1,789 4,633 6,423 5,000 6,763 11,763 △1,121 23,921

当期変動額          

剰余金の配当      △616 △616  △616

当期純利益      2,062 2,062  2,062

自己株式の取得        △0 △0

自己株式の処分         －

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

         

当期変動額合計 － － － － － 1,445 1,445 △0 1,444

当期末残高 6,855 1,789 4,633 6,423 5,000 8,209 13,209 △1,122 25,365

 

    

 評価・換算差額等
純資産合計

 
その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額等合計

当期首残高 1,843 1,843 25,764

当期変動額    

剰余金の配当   △616

当期純利益   2,062

自己株式の取得   △0

自己株式の処分   －

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

198 198 198

当期変動額合計 198 198 1,643

当期末残高 2,042 2,042 27,407
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当事業年度（自　2018年４月１日　至　2019年３月31日）

        (単位：百万円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

 
資本準備金

その他
資本剰余金

資本剰余金
合計

その他利益剰余金
利益剰余金

合計
 別途積立金

繰越利益
剰余金

当期首残高 6,855 1,789 4,633 6,423 5,000 8,209 13,209 △1,122 25,365

当期変動額          

剰余金の配当      △616 △616  △616

当期純利益      862 862  862

自己株式の取得        △0 △0

自己株式の処分   0 0    0 0

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

         

当期変動額合計 － － 0 0 － 245 245 △0 245

当期末残高 6,855 1,789 4,633 6,423 5,000 8,454 13,454 △1,122 25,610

 

    

 評価・換算差額等
純資産合計

 
その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額等合計

当期首残高 2,042 2,042 27,407

当期変動額    

剰余金の配当   △616

当期純利益   862

自己株式の取得   △0

自己株式の処分   0

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

△482 △482 △482

当期変動額合計 △482 △482 △237

当期末残高 1,559 1,559 27,170
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式……移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの…主として決算期末日前１ヶ月の市場価格等の平均に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの…移動平均法による原価法

(2) デリバティブの評価基準及び評価方法

……時価法

(3) たな卸資産の評価基準及び評価方法

……総平均法による原価法

　　（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

……定率法

ただし、1998年４月１日以降取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物

附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

……定額法

ただし、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっ

ております。

(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

……定額法（リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする方法）

(4) 長期前払費用

見本帳制作費

「前払費用」及び「長期前払費用」として計上し、次回改訂までの期間に応じ均等償却し、「販売費及び一般

管理費」に含めて表示しております。

見本帳制作費以外

均等償却をしております。

３．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えて、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金

従業員賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

(3) 役員賞与引当金

役員賞与の支出に備えて、支給見込額に基づき計上しております。

(4) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えて、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しており

ます。

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、給付

算定式基準によっております。

過去勤務費用及び数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）に

よる定額法によりそれぞれ当事業年度及び翌事業年度より費用処理しております。

(5) 環境対策引当金

環境対策を目的とした支出に備えるため、その合理的な見積額に基づき計上しております。
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４．収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

当事業年度末までの進捗部分について、成果の確実性が認められる工事については工事進行基準（工事の進捗

率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用しております。

５．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(1) ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。なお、特例処理の要件を満たす金利スワップ取引については、特例処理を

採用しております。

　　ヘッジ手段とヘッジ対象

（ヘッジ手段）金利スワップ、商品デリバティブ

（ヘッジ対象）借入金、原材料

　　ヘッジ方針

「デリバティブ取引に関する管理規程」に基づき、金利変動リスク及び原材料の価格変動リスクをヘッジし

ております。なお、トレーディング目的及び投機目的でのデリバティブ取引は行わない方針であります。

　　ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ対象の価格変動とヘッジ手段の相場変動の関連性は、回帰分析等の統計的手法により実施し、有効性

を評価しております。ただし、金利スワップ取引については特例処理の要件を満たしているため、有効性の

判定を省略しております。

(2) 退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の未処理額の会計処理の方法は、連結財務諸

表におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

(3) 消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

（表示方法の変更）

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用に伴う変更）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日。）を当事業年度の期首

から適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示する方法に変

更しております。

この結果、前事業年度の貸借対照表において、流動資産の「繰延税金資産」が218百万円減少し、投資その他の資

産の「繰延税金資産」が218百万円増加しております。
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（貸借対照表関係）

※１　関係会社に対する金銭債権、債務

　各科目に含まれている関係会社に対するものは、次のとおりであります。

 
前事業年度

（2018年３月31日）
当事業年度

（2019年３月31日）

短期金銭債権 11,415百万円 10,934百万円

長期金銭債権 1,196 1,085

短期金銭債務 10,372 9,099

長期金銭債務 43 43

 

　２　債務保証

　下記の会社の債権流動化に対して支払保証を行っております。

 
前事業年度

（2018年３月31日）
当事業年度

（2019年３月31日）

リック㈱ 94百万円 81百万円

 

　３　債権流動化に伴う偶発債務

前事業年度
（2018年３月31日）

当事業年度
（2019年３月31日）

106百万円 85百万円

 

※４　期末日満期手形

　期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、当事業年度の末

日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が期末残高に含まれております。

 
前事業年度

（2018年３月31日）
当事業年度

（2019年３月31日）

受取手形 622百万円 534百万円

支払手形 318 346

 

※５　国庫補助金による固定資産圧縮記帳額

 
前事業年度

（2018年３月31日）
当事業年度

（2019年３月31日）

建物 1百万円 1百万円

機械及び装置 － 75
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（損益計算書関係）

※１　関係会社との取引高は次のとおりであります。

 
前事業年度

（自　2017年４月１日
至　2018年３月31日）

当事業年度
（自　2018年４月１日
至　2019年３月31日）

営業取引による取引高   

　売上高 24,844百万円 24,440百万円

　仕入高 18,058 18,796

　販売費及び一般管理費 6,231 6,429

営業取引以外の取引高 647 539

 

※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額並びにおおよその割合は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（自　2017年４月１日
　　至　2018年３月31日）

当事業年度
（自　2018年４月１日

　　至　2019年３月31日）

運賃及び荷造費 5,127百万円 5,248百万円

貸倒引当金繰入額 △92 △0

給料及び賃金 2,368 2,510

賞与引当金繰入額 320 297

役員賞与引当金繰入額 10 －

退職給付費用 348 268

減価償却費 530 576

 

おおよその割合   

　販売費 63％ 64％

　一般管理費 37％ 36％

 

（有価証券関係）

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

（注）時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式及び関連会社株式の貸借対照表計上額

（単位：百万円）

区分
前事業年度

（2018年３月31日）
当事業年度

（2019年３月31日）

子会社株式 1,126 1,126

関連会社株式 20 20

 
　これらについては、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ることなどができず、時価を把握する

ことが極めて困難であると認められることから、記載しておりません。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（2018年３月31日）
 
 

当事業年度
（2019年３月31日）

繰延税金資産    

退職給付引当金 1,078百万円 1,053百万円

未払事業税 34  14

貸倒引当金 7  7

賞与引当金 132  123

たな卸資産減耗損等 12  20

投資有価証券評価損 70  68

その他 73  54

繰延税金資産小計 1,408  1,343

評価性引当額 △78  △77

繰延税金資産合計 1,330  1,265

繰延税金負債    

前払年金費用 △121  △110

その他有価証券評価差額金 △898  △686

繰延税金負債合計 △1,020  △797

繰延税金資産の純額 309  468

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となっ

た主要な項目別の内訳

 
前事業年度

（2018年３月31日）
 

当事業年度
（2019年３月31日）

法定実効税率 30.8％  30.6％

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.6  1.5

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △2.9  △4.2

住民税均等割 1.6  3.8

評価性引当額 △0.9  △0.1

税額控除 △2.0  △3.5

その他 0.0  0.0

税効果会計適用後の法人税等の負担率 27.2  28.1

 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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④【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

(単位：百万円)

区分 資産の種類
期首

帳簿価額
当期増加額 当期減少額 当期償却額

期末
帳簿価額

減価償却
累計額

有形固定資産

建物 4,730 350 3 264 4,812 9,687

構築物 444 54 0 47 451 1,313

機械及び装置 1,107 612 2 361 1,356 16,092

車両運搬具 19 17 0 16 20 161

工具、器具及び備品 265 243 1 153 353 1,598

土地 6,697 － － － 6,697 －

建設仮勘定 527 1,211 1,278 － 460 －

その他 30 － － 9 21 32

計 13,822 2,490 1,286 853 14,173 28,883

無形固定資産

ソフトウエア 166 1,535 0 171 1,530 －

その他 1,277 343 1,535 1 84 －

計 1,443 1,878 1,535 172 1,614 －

（注）１　建物の当期増加額の主なものは、伊丹本社における東リインテリア歴史館改修139百万円、伊丹工場におけ

るボイラー棟更新122百万円であります。

２　機械及び装置の当期増加額の主なものは、伊丹工場におけるボイラー設備135百万円、厚木工場における荷

造設備49百万円であります。

３　工具器具備品の当期増加額の主なものは、基幹情報システムのサーバー等更新171百万円であります。

４　ソフトウエアの当期増加額の主なものは、基幹情報システム更新1,493百万円であります。

 

【引当金明細表】

（単位：百万円）

科目 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

貸倒引当金 31 0 0 31

賞与引当金 434 402 434 402

役員賞与引当金 10 － 10 －

環境対策引当金 27 － 19 7

 

 

（２）【主な資産及び負債の内容】

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

（３）【その他】

該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り・売渡  

 

取扱場所

 

（特別口座）

大阪市中央区伏見町三丁目６番３号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　大阪証券代行部

 

 

株主名簿管理人

 

 

（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所 ―――

買取・売渡手数料 無料

公告掲載方法

電子公告により行います。

但し、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告を

することができない場合は、日本経済新聞に掲載して行います。

公告掲載ＵＲＬ

https://www.toli.co.jp

株主に対する特典 なし

　（注）　定款の規定により、当社の株主は、その有する単元未満株式について以下に掲げる権利以外の権利を行使する

ことは出来ません。

(1) 会社法第189条第２項各号に掲げる権利

(2) 会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

(3) 株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利

(4) 株主の有する単元未満株式の数と併せて単元株式数となる数の株式を当社に対し売渡すことを請求する

権利
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

 事業年度  第154期（自　2017年４月１日　至　2018年３月31日）  2018年６月20日

関東財務局長に提出

 

(2) 内部統制報告書及びその添付書類

     2018年６月20日

関東財務局長に提出

 

(3) 四半期報告書及び確認書

 第155期第１四半期（自　2018年４月１日　至　2018年６月30日）  2018年８月９日

関東財務局長に提出

 第155期第２四半期（自　2018年７月１日　至　2018年９月30日）  2018年11月９日

関東財務局長に提出

 第155期第３四半期（自　2018年10月１日　至　2018年12月31日）  2019年２月12日

関東財務局長に提出

 

(4) 臨時報告書

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議

決権行使の結果）に基づく臨時報告書であります。

 

 2018年６月22日

関東財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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 独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書  

 

 2019年６月19日

東リ株式会社  

 取締役会　御中  

 

有限責任 あずさ監査法人

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 川 　井　 一　 男　　㊞

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 池　 田　 剛　 士　　㊞

 

 

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる東リ株式会社の2018年４月１日から2019年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連結財務諸表

作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

 

連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定

し、これに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当

監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され

る。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制

を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価

も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、東リ

株式会社及び連結子会社の2019年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、東リ株式会社の2019年３月31

日現在の内部統制報告書について監査を行った。

 

内部統制報告書に対する経営者の責任

　経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

　なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準

に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽

表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施すること

を求めている。

　内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するた

めの手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性

に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果

について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、東リ株式会社が2019年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の内部統制

報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報告に係

る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上
 

　（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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 独立監査人の監査報告書  

 

 2019年６月19日

東リ株式会社  

 取締役会　御中  

 

有限責任 あずさ監査法人

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 川　 井　 一　 男　　㊞

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 池　 田　 剛　 士　　㊞

 

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる東リ株式会社の2018年４月１日から2019年３月31日までの第155期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損

益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

 

財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに

ある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに

基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査

法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務

諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に

際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。

また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、東リ株式

会社の2019年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に

表示しているものと認める。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上
 

　（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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